


はじめに

 今、自治体には、創意工夫により魅力ある地域社会の構築が求められている。これから

は、少子・高齢化などを背景として、さまざまな住民の要求や期待が行政に寄せられてく

るだろう。一方、限りある財源のもとですべての要求や期待に応えることが難しいのも事

実である｡この厳しい社会情勢のなか、魅力ある地域社会をめざすには、従来のような管理

型の行政運営から真の住民自治へと政策転換を図り、住民の視点で地域を経営していくと

いう発想が必要となる。それには自治体内部の構造改革はもとより、住民などとの関係を

再構築して相互の連携を図ることが前提となる。

さて、その転換を考えるにあたり、民間企業や諸外国の行政機関に目をむけてみよう。

民間企業は急激なグローバル化の波にのまれ、産業構造の崩壊の危機に直面している。ま

さに生き残りをかけて、世界レベルでの競争力の獲得と、企業の存在意義すなわち、確固

たるコーポレートアイデンティティの確立に取り組んでいる。いわゆるグローバルスタン

ダードの獲得である。そのなかで、IT（情報技術）を駆使し、戦略的なブランド展開を行

ううえで、顧客との接点を大切に広報広聴機能の充実と強化が図られている。また、諸外

国の行政機関では、イギリスやニュージーランドを中心に NPM（新公共経営）の概念をも

って自己変革に着手し、数多くの成功事例を築き上げている。

日本でも、近年このような NPM の考えを取り入れて改革を進める先進的な自治体が現れ

はじめている。NPM を一言で定義すれば、顧客重視の経営を前面に押し出す民間の経営手

法から多くを学び、行政を経営体へと脱皮させることである。今、社会は変革を望んでい

る。こうしたなか、民間企業で強化されている広報広聴機能を、自治体ではどう位置づけ

ているのであろう。自治体における広報広聴活動を振り返ってみたとき、広報広聴のセク

ションにおいては連携がうまく図られておらず、また組織全体から見た場合にも、広報広

聴活動はそのセクションだけが担当するものだと考えられ、積極的な活動がされていると

はいいがたい。

今後、魅力ある地域社会を構築するためには、自治体内部や地域住民と連携し、コミュ

ニケーションを図りながら、真の住民自治をめざしたまちづくりに取り組む必要があり、

広報広聴活動をもっと幅の広い概念でとらえ直すことこそ重要である。

今回、大阪府内の自治体から集まった研究員自身も、これまで日々の業務をこなすこと

を重視してしまい、時代の要請に合った広報広聴活動を十分に見つめていたとはいえない。

この共同研究は、あらためて自治の主役である住民の視点から行政における広報広聴活動

をとらえ直す機会となり、研究員のなかにさまざまな「気づき」が生まれた。本報告書で

は、この「気づき」に、一人でも多くの方々に触れていただき、それがすべての自治体に

広がることを期待している。その先には、住民と行政との新しいパートナーシップ関係が

築かれ、魅力ある地域社会が待っていると信じる。
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第１章 研究テーマへの取り組み
 

１．研究会の構成について

 研究会は、マッセ OSAKA の共同研究「コミュニケーション活性化にむけた広報広聴活動」

の募集に対し大阪府内７市から応募した職員７名、およびマッセ OSAKA の職員１名を加え

た下記の８名で構成された。なお、応募職員は全員が広報広聴担当課または広報担当課に

所属する職員である。

 また、指導助言者として関西大学林英夫教授も参加した。林教授は調査方法論を専門と

し、広告会社での勤務体験や同大学広報委員会副委員長として大学広報に携わった経験を

有している。

研究員   阿賀 美紀 豊中市政策推進部広報広聴課

天野 勝弘 交野市総務部広聴広報課

奥本 由香 八尾市総務部広報課

武田 克彦 池田市市長公室広報課

西口 俊通 枚方市市長公室広報課

松下 清志 寝屋川市企画財政部広報広聴課

宮垣 雅美 岸和田市市長公室広報公聴課

南畑 和信 財団法人大阪府市町村振興協会（マッセ OSAKA）研究課

 指導助言者 林 英夫  関西大学社会学部教授

２．研究テーマについての認識

 マッセ OSAKA から提示された研究テーマ「コミュニケーション活性化にむけた広報広聴

活動」に対する具体的な問題提起は以下のとおりであった。

住民自治の確立をめざすためには、行政情報を適切かつ効率的に発信・提供すること

と、住民からの情報を真摯に受け止め効果的にフィードバックすることが最低限必要で

ある。このことは広報広聴担当課のみが担うものではなく、全庁的にどう取り組むか、

さらに広報機能と広聴機能をどう連携させるかが問われている。 

  一方で住民との協働の観点から、コミュニティレベルの情報受発信を行政がサポート

することや、住民と行政の情報共有のシステム化も求められている。 

このようなことから、住民と行政、住民と住民のコミュニケーションを活性化するた

めの機能や情報共有機能としての広報広聴活動のあり方を調査・研究することが、当研

究会の研究テーマである。（おおさか市町村職員研修研究センター,2002） 
 

このマッセ OSAKA からの問題提起を受け、研究会では、今なぜこのテーマなのかを考え

てみた。 

広報とは、「広く＝社会に対して、報ずる＝知らせる・伝達する、ことを意味すると捉え



ることができる。いわば「広報」とは、もともと企業や団体が社会に向けて“情報発信”

すること」であり、広聴とは、「ある課題に関する社会の各分野・各方面の意見や要望を、

文字通り“広く”聴くこと」（電通パブリックリレーションズ編『広報 110 番-パブリック

リレーションズ実務事典-』，1998）である。したがって、「広報」と「広聴」とが組み合わ

されると、情報の受発信という双方向性が形づくられる。しかし行政においては、近年、

住民ニーズの把握という観点から広聴に力が注がれつつあるとはいえ、広報の比重がまだ

大きく、理想的な「車の両輪」とはなっていない。それどころか、広報についても多くは

「お知らせ広報」という認識にとどまっている。 

そもそも広報という言葉は、第２次世界大戦後、戦後改革の一環として GHQ（連合軍総

司令部）の指導により日本の行政に導入された PR（public relations）の訳語である。し

かし、アメリカ合衆国などで発達してきた概念である PR は、広報の「広く報じる」という

字義をはるかに越えた多様な意味を含んでおり、日本語で用いられている広報という言葉

と、そのもとになっている PR という言葉との間に、大きな意味のへだたりが横たわってい

る（井出嘉憲，1996）。 

また広報という訳語とともに、PR という原語をそのまま使用することもあるが、その場

合においても「宣伝活動」といった限定した意味で用いられることがある。これは、「高度

経済成長期を通じて、広報・PR はマーケティングの領域における情報発信の手法としての

側面が強調され、PR＝宣伝という解釈が一般的な認識となった」（電通パブリックリレーシ

ョンズ編『広報 110 番-パブリックリレーションズ実務事典-』,1998）という過去の経緯が

少なからず影響していると考えられる。 

では本来、PR とはどういうものであったのか。1947 年 12 月に GHQ は各地の軍政部を通

じて都道府県に通達し、P･R･O（Public Relations Office）の設置を求めた。上野征洋（1999）

は、その文書の一部「P･R･O ハ政策ニツイテ正確ナ資料ヲ県民ニ提供シ、県民自身ニソレ

ヲ判断サセ、県民ノ自由ナ意志ヲ発表サセルコトニツトメナケレバナラナイ」を引用して

次のように指摘している。「日本の行政広報・広聴活動は、この一片の通達から始まった。

パブリック・リレーションズ（PR）とは、現在ではイコール「広報」という誤った理解の

まま推移しているようだが、本来は、行政と住民の良好な「関係」の構築がその目的であ

り、「県民ノ自由ナ意志ヲ発表サセル」ことにその原点がある。」 

このように歴史をひもといてみると、PR とは、双方向のコミュニケーションによって住

民と行政との信頼関係を築くことを目的とした活動である。そうすると、PR の訳語である

広報は、「お知らせ広報」にとどまらない、より積極的な情報発信ととらえるべきである。

また、広聴を抜きにして双方向の情報の流れを作ることはできないと考えれば、広聴の重

要性をもっと認識すべきであり、PR の訳語は広報よりもむしろ広報広聴がふさわしい。そ

して、この本来の意味における PR（広報広聴）こそ民主主義の原点であり、今、行政に求

められているものにほかならないのである。 

平成12年４月に施行された「地方分権一括法」によって自治体の責任が明確になり、地

方自治の確立が求められている。私たちは、マッセOSAKAからの問題提起もまさにこのよう

な時代の要請を背景としたものであると認識し、その出発点を地方自治の確立ととらえ、



検討を進めることにした。 

３．研究テーマへの取り組み

(１) 研究活動の方向
上記のような認識をふまえて、研究会では研究活動の方向を次のように決定した。 

地方分権社会が到来し、行政が管理から経営へと進化しなければならないこの時代に

おいては、住民とのコミュニケーションとしての広報広聴活動は今後ますます重要な役

割を担う。自治体の将来像を描くための住民ニーズをとらえ、それを発信していくこと

によって、地域住民との相互理解を前提としたパートナーシップを構築することが求め

られている。さらに、個々の施策を実施するにあたってのマーケティングと実施成果の

リサーチを行い、より顧客志向に立ったサービスを提供することが広報広聴に対する時

代の要請である。また、行政の守備範囲や受益・負担を明確にするなかで課題となる住

民と行政の協働には、両者の情報共有が不可欠になる。一方、行政サービスを知らせる

機能も、これまでと同様、その重要性に何ら変わりがない。

このように多様な意味において、広報広聴担当課に限らず、すべてのセクションが広

報広聴機能を果たしていくことが理想である。「住民参画のまちづくり」をめざすには、

その政策・施策が広報広聴機能によって企画立案段階から住民に周知され、住民ニーズ

を的確に反映したものでなくてはならないからである。すなわち、広報広聴担当課はも

とより、あらゆる部署が連携して動き、住民への「情報公開」「情報提供」を超えて「情

報共有」にむかう、住民を中心とした情報の受発信の流れをつくることが重要である。

研究会では、この情報受発信の流れを具体化するため、広報紙という一つの情報発信

ツールや個別の広聴活動にとらわれず、住民と行政とを結ぶトータルな広報広聴活動を

イメージして取り組むことにした。

(２) ケーススタディ
具体的な取り組みとして、一つの題材（ケース）を取りあげ、ケーススタディを試み

た。ケーススタディは応用の利くケースを選ぶことが大切との考え方で、さまざまな候

補のなかから「住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）」をケースに選定した。

住基ネットに関する動きが世間の注目を集めていること、また広報紙の掲載に際しての

担当課とのやり取りなどみずからの実務をふまえ、研究員の間で問題意識を共有しやす

いことから、住民にむけての広報広聴を考えるうえで適切な題材になると判断した。

その作業では、広報紙に掲載された住基ネットに関する記事を比較するため、府内市

町村の広報紙を収集・分析した。それと同時に、広報紙を比較するだけでは見えてこな

い部分として、「住基ネットの広報内容に対する住民の反応がどうであったか」を把握す

るため、府内市町村の広報担当課にアンケートを実施することにした。

(３) グループウェア運用実験
ナレッジ・マネジメントや CRM（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント）



など、民間企業で経営や顧客管理の効率化に使われている手法を自治体の広報広聴活動

に応用する方法を研究した。実際にそのような方法の可能性を探る一つの手段として、

インターネット上に研究会専用のグループウェアを用意し、研究活動に活用しながら運

用実験を行った。

このグループウェアの機能としては、メンバー間での情報交換が可能なファイル共有、

電子掲示板・回覧板や、リアルタイムで議論ができる電子会議室などがある。これによ

り、例えば、アンケートの調査票の作成にあたっては研究員間で試案をリアルタイムに

共有し、自分の都合のよい時間に他の研究員と意見を交換しながら作業を進行させるこ

とができた。特に、調査票の原案作成の当日から翌日にかけての数回の修正を画面上の

やり取りだけで行って完成させることは、このグループウェアがなければ不可能であり、

この機能がきわめて有効であることが実証された一つの事例である。

(４) 先進自治体への視察
研究の参考事例を収集するため、研究員が３グループに分かれて先進自治体を視察し

た。この視察では、住民参加のまちづくり、IT の活用や職員の意識改革への取り組み、

政策マーケティングなどの事例を学んだ。

これまで述べてきたように、広報広聴への内外からの要請はますます強まり、住民との

コミュニケーションとしての広報広聴活動は今後さらに重要な役割を担うものと考えられ

る。研究会では、以上のような研究活動を通して、最終的には、広報広聴担当課の範囲に

とどまらず、自治体としての広報広聴活動のあり方を提言する。





第２章 自治体を取り巻く環境の変化
 

第１章でも述べたように、地方分権社会が到来し、行政が管理から経営へと変貌を遂げ

なければならない時代が到来している。では、今なぜ地方行政に変革が求められているの

か。その背景である自治体を取り巻く環境の変化はおおむね次のように集約できる。 

 

１．経済など社会環境の変化 

 この 10 年間にわが国の社会情勢は大きく変化するとともに、新しい時代への転換期を迎

えている。経済においてはバブル崩壊後、深刻な経済不況と財政危機により日本の景気は

低迷を続け、数多くの企業が危機的な状況に陥ったり、失業者が増加したりするなどの状

況が続いている。このような社会情勢のなか、民間企業などでは生き残りをかけた産業構

造の変化のもと激しい企業間競争が繰り返され、顧客満足度の追求や経営合理化策が講じ

られたりするなどの改革を行う動きが急速化している。 

しかし、これは民間企業のみの問題ではなく、国や地方自治体においても同様の問題で

あり、国や地方の財政も深刻な状況に追い込まれている。このように、これまでのような

右肩上がりの成長が見込まれない社会情勢に鑑みても、地方行政においてさまざまな変革

が求められるのは当然のことといえる。 

 

２．住民の価値観と意識の変化 

(１) 価値観の変化 

戦後から昭和 40 年代ごろにかけてのわが国は、物のない時代であり、住民そして社会

全体が「物の豊かさ」、すなわち物質的・経済的な豊かさを求めていた。しかし、経済革

新が進み世界有数の高所得国となり生活水準が向上した近年においては、高度の生活基

盤が形成されたことにより、住民の価値観や生活意識が「物の豊かさ」から「心の豊か

さ」へと変化してきたのである。 

すなわち精神的なゆとりのある生活スタイルの実現や生きがいがより重視されるよう

になったことから、個人の社会に対する発言は活発化し、行政に対するニーズも多様化

すると考えられる。なぜなら、心の豊かさとは個人志向による個性的なものであり、こ

れまでの画一的な価値観には束縛されないものだからである。 

 

(２) 行政に対する不満・不信感 

先に述べたように、日本の経済社会が転換期を迎え社会情勢が刻々と変化しているが、

行政はこの時代の流れに柔軟に対応しきれず、仕事の進め方においても保守的、もしく

は非能率的であるという指摘がなされることが多い。実際、現行の行政システムでは多

様化する住民ニーズに十分に対応できていない現状があり、そのことが住民の不満を募

らせることにもつながっている。 

また、行政からの情報が入ってこない、かつ自分たちの意見が反映されないという広

報広聴の不足や、相次ぐ不祥事によって行政に対する不信感が増大し、政治や行政に対



して無関心になる人が増えている。 

 

(３) 住民自治の確立と情報欲求の増大 

行政に無関心な人が増えている一方、地方自治においては住民こそが主権者であり、

住民の意志に基づいて地域運営が行われるべきであるという住民自治の考え方があり、

まちづくりに関心を示し、積極的に参加する住民も増加している。これは、住民と自治

体との協働や住民ニーズを住民主導で実現することが求められるようになったからであ

る。それに伴い、行政に対して広く情報を求めるというように、行政に対する住民の情

報欲求が増大している。そしてこれは情報の公開ということだけではなく、政策形成段

階から住民と行政における情報の共有を求めるものである。 

 

３．行政側の制度的変化

(１) 地方分権 

明治時代以降約 130 年間にわたり、わが国は中央集権型システムをとってきた。日本

を近代化し、物質的・経済的に豊かな社会をつくるために市民生活の最低水準を追求し

てきた時代には、権限や財源を国に集中させ地方行政をコントロールする中央集権シス

テムが効果的であったことは否めない。しかし、ある一定の経済的な成功を遂げた今、

画一性を重視したそれまでのシステムでは現代の多様化・高度化した住民ニーズには対

応できなくなり、住民ニーズや地域の実情、生活課題を明確に把握した地方行政による

個性あるまちづくりが追求されるようになってきた。 

このため平成 12 年４月に「地方分権一括法」が施行され、国から権限が移譲され地方

行政が国の指示によらず自らの責任と判断でさまざまな行政サービスを行う地方分権の

取り組みが進められ、地域における政策の立案、事業の実施、事業の評価などにおいて

も自己決定・自己責任のもと、住民の意志を反映した行政運営が求められるようになっ

てきている。 

 

(２) 地方財政の悪化 

地方財政は、地方税や地方交付税の原資となる国税収入の落ち込みなどにより、引き

続き大幅な財源不足が生じると見込まれると同時に、減税の実施などにより今後も極め

て厳しい状況になると予想される。したがって、地方財政が悪化している今日、これま

での予算消化型の行政運営から住民ニーズを的確に把握し、限られた財源のなかでの事

業選択はもちろんのこと、費用対効果を十分に検討し、これまで以上に経費削減を行い、

機動的・効率的な行政運営へ移行することが求められている。 

 

(３) 地方行政改革の推進 

道路網などの基盤整備や、交通・情報手段などの発展、経済活動の進展に伴い、日常

生活圏・経済圏は市町村の行政区域を超えて飛躍的に拡大している。今後、さらにこの

日常生活圏の拡大が強まると予想され、地方行政は住民の日常生活圏の拡大に対応した



広域的で一体的な施策を進めることが早急に求められている。加えて、少子・高齢化の

進行、地方分権の進展、厳しい財政状況など地方行政を取り巻く情勢の変化に的確に対

応するためには、行財政基盤の充実・強化を図ること、限られた財源でより効果的・効

率的な行政を推進していくことが緊急の課題であり、「市町村合併」は地方行政改革の有

効な方策の１つとして推進されている。 

また、行政改革を行ううえで、さまざまな行政経営の考えが取り入れられるようにな

っている。多様なニーズに対応した行政サービスが求められる今、自治体も民間企業の

ように経営理念をもち、さまざまな経営手法を用いて行政運営を行うことが求められる

ことから、マーケティングや CRM、ナレッジ・マネジメント、経営品質管理などの NPM

と呼ばれるさまざまな手法を取り入れて行政運営を進めている自治体もある。 

 

(４) 民間との協働と競争環境の導入 

限られた財源で、これまでと同じように行政がサービスを提供するというシステムで

は多様化する住民ニーズに対応できない。したがって、行政や企業ではできなかった範

囲や広がりすぎた行政の範囲を役割分担するということから、NPO（民間非営利組織）な

どの組織が地域活性化の実現にむけて動いたり、これまで国や自治体が行ってきた公共

施設の建設・維持管理・運営などを民間資本の導入によって実施する PFI（プライベー

ト・ファイナンス・イニシアティブ）方式の導入など、民間団体、企業の資金、経営能

力などの活用が推進されたりしている。また、情報・通信、金融、運輸などさまざまな

分野での規制緩和による民間活力の積極的な活用によって、行政運営に競争原理が導入

されている。このように、行政と民間団体とがそれぞれの特性を生かし、情報の共有を

図りながら、協働で地域社会を形成することや、競争環境を導入することで効果的・効

率的な行政運営を進め、より高い住民サービスを提供していくことが求められている。 

 

(５) ガバメントからガバナンスへ 

従来自治体が主体となって行ってきたさまざまな仕事を、これからは自治体や住民、

民間企業、NPO、ボランティア団体などがパートナーシップを確立し、それぞれ専門的な

立場から協働でまちづくりを行うガバナンス（公共空間の協働管理）が重要になってき

ている。このガバナンスは、｢対等・平等なものであること｣｢相互補完の関係であること｣

｢目的を共有すること｣（松村新聞社，2002）が前提である。すなわち、住民と行政、民

間企業などがそれぞれパートナーとして互いの存在を認め合い、対等な立場で、相互に

補いながら共通の目的を達成し、協働でまちづくりを行うことが求められている。 

 

(６) IT インフラの普及 

これまで、住民と行政の情報交換の場は、広報紙や説明会、モニター制度などが主な

もので、時間や場所が制限されている場合が多かった。しかし近年 IT 化が進み、インタ

ーネットや電子メールなどが情報の伝達手段として用いられるようになったことで、時

間や場所に左右されず双方向で情報のやり取りができるようになるとともに、情報の検



索や蓄積が容易にできることから、さまざまな情報を迅速かつ簡単に手に入れることが

できるようになっている。また、民間のインターネット対応が活発化していることもあ

り、行政に対して IT を利用した情報発信や情報共有への要求が高まっている。 

 

４.まとめ  

以上のように、自治体を取り巻く環境はさまざまな側面から刻々と変化しており、この

ような背景のもと、自治体においては民間企業の経営方法や考え方を取り入れた NPM を導

入するなどして、効率的で成果を重視した行政運営システムを早急に確立することが求め

られている。そして、この行政運営は地域の主体性に基づくと同時に、住民と行政との協

働で行うことが求められていることから、政策形成過程からの住民と行政との情報の共有

など広報広聴活動の果たす役割が非常に重要になってくると考えられる。 

したがってこの研究会では、このような自治体のおかれる状況に対応して、多様化する

住民ニーズを的確に把握し政策に反映させるためには、住民と行政とのパートナーシップ

やアカウンタビリティ（説明責任）を前提とした住民との対話など、住民と行政との双方

向性を重視したコミュニケーションの活性化と情報の共有が重要であり、そこに重点を置

いた広報広聴機能のあり方を検討する必要があるという認識のもとに研究を進める。 

 

 





第３章 広報広聴活動のいま 
 

第２章で述べたような、さまざまな環境の変化の中に置かれている自治体が、今、実際

にどのような広報広聴活動を行っているのか調査し、現状と課題の把握を試みた。 

調査にあたっては「住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）」を題材に選び、

ケーススタディを行った｡住基ネットについては、その対象が住民基本台帳に記載されてい

るすべての住民であり、また個人情報保護に関する内容も含まれていて住民の関心も高い

一方で、制度の中身があまり理解されておらず、行政のアカウンタビリティがより重視さ

れる問題であると考えたからである。 

調査対象は大阪府内の 43市町村（大阪市は除く）、調査した内容は９月１日現在発行分
までの広報紙と各自治体を対象として行った郵送によるアンケート（資料編参照）などで

ある。

広報紙やアンケートの調査項目は、住基ネットの導入にあたっての自治体の体制や広報

広聴活動について、客観的に分析できるように設定した。したがって、紙面の読みやすさ

など主観的な判断に頼りがちな点は、あまり考慮していない。 

分析にあたっては、調査項目の内容によって、①住民への広報活動の手段、②住民への

対応のための体制づくり、③広報紙による広報活動と問い合わせ件数、④住民の問い合わ

せ・意見の把握体制づくり、⑤広報活動の達成感、に分類して行った。 

 

１．住民により広く知らせる広報活動は 

まず、住基ネットに関して、各自治体がどのような方法で広報活動を行っていたのかを

見てみることにする。 

アンケート結果によると、広報紙による情報提供は、すべての自治体において行われて

いた。掲載回数は２回が約 60％で、３回以上の自治体も 30％以上あった。掲載時期は、７

月と８月初旬の自治体が多かった。 

広報紙は、いずれの自治体も全戸配布を基本としていて、すべての住民へ公平に情報を

提供しやすい広報媒体として重視されていると考えられる。掲載時期は、７月に住基ネッ

トの概要を掲載し、住民票コードの送付前である８月に住民票コードの通知方法や通知時

期について掲載されており、ほぼ妥当であると思われる。しかし、なかには７月に１回掲

載したのみで、混乱が予想される住民票コードの送付前に掲載していない自治体もあった。 

また、他の広報媒体を利用することは少なく、特にホームページは対象とした自治体す

べてが開設しているにもかかわらず、約 40％の自治体でしか利用されていなかった。掲載

時期も、広報紙が７月 1日号までに約 75％の自治体で掲載していたのに対して、ホームペ

ージは８月１日以降の掲載が 60％以上を占めていた。また、CATV やコミュニティ FM は、

それぞれ３自治体、１自治体と、利用した自治体は少なかった。 

広報紙と比較した場合のホームページの大きなメリットは、一般的に、掲載できる記事

量に制限がなく、即時に内容を追加・変更して伝えることができる柔軟性にある。住基ネ

ットは、住民の日常生活になじみの薄い内容であるため、正しく理解してもらえるよう、



できるだけ多くの情報を提供する必要がある。また、マスコミなどの情報を得た住民から

の問い合わせに対し、FAQ（よくある質問と回答）を随時作成し、追加・変更して提供する

ことにより住民の理解を得やすくするなど、ホームページの利用価値は高いと考えられる。

このことに関しては、ホームページの広範性を利用して総務省などのホームページとリン

クさせれば効率的に情報を得られるため、各自治体が作成する必要はないのではないか、

という意見があろう。しかし、住民の問い合わせや意見に対し真摯に対応することが行政

の責務であり、またそこから住民ニーズを把握することが可能となることを考えれば、各

自治体がそれぞれに合った情報をホームページに掲載するべきであったであろう。 

第１章でも述べたように、これからの自治体は住民との相互理解を前提としたパートナ

ーシップを構築し、行政経営を行っていくことが必要である。すべての住民に、公平、迅

速、かつ効果的に広報活動を行い、情報を提供し、そして住民の声を聴き、効果的に行政

経営にフィードバックしなければならない。そのために、自治体はすべての住民に伝わる

よう、あらゆる機会に多くの媒体を通して情報を発信する必要がある｡なぜなら、住民が情

報を取得するために利用する媒体は、年齢や性別、家族構成など、さまざまな要因で異な

る可能性があるからである。しかし一方で、自治体の財政状況が厳しいなか、すべての媒

体を利用して広報活動を行うことは現実的ではない。自治体は、媒体ごとにその長所と短

所を認識し、提供する情報によって何種類かの媒体を使い分け、効果的に運用していくこ

とが求められる。いわゆるメディア・ミックスである。 

ここで近年、急速な広がりを見せているインターネットについて、新たな広報媒体とし

ての可能性について見てみる。 

次の表１と図 1、２は、インターネットの時期別推定利用人口と世帯普及率、性別年代

別利用者数などをまとめたものである。表１を見ると、自宅内でのインターネット利用人

口は 2000 年９月から 2002 年４月まで半年ごとに 600 万人以上増加していて、2002 年９月

にはその伸びが鈍化しつつあるものの、依然として増加傾向を示し、現在 4,700 万人以上

の人が利用していると推定されている。 

 

表１ インターネットの時期別推定利用人口 

 

出所）ビデオリサーチ社「インターネット普及状況調査」（2002 年 9 月） 

http://www.vrnetcom.co.jp/press/pressdata/200210211.html 

 

また、図 1 を見ると全世帯の約 50％にインターネットが普及している。この結果から、

インターネットはもはや単なる新たなメディアではなく、若干年代に偏りは見られるもの

の、一般的に広く利用されているメディアの一つとして位置づけられる。自治体としても、



インターネットによる情報提供を広報紙と並んで主要な広報媒体ととらえていく必要があ

り、さらに、パソコンや携帯電話など、利用するハードウェアの種類も考慮していかなけ

ればならない。 

 

図１ インターネットの時期別世帯普及率とハードウェア別推定利用人口 

 
出所）ビデオリサーチ社「インターネット普及状況調査」（2002 年 9 月） 

http://www.vrnetcom.co.jp/press/pressdata/200210211.html 

 

また、図２を見ると､男女ともに、10 代から 40 代においてインターネットの利用率が高

いことがわかる。 

図２ インターネットの性別年代別利用率

出所）ビデオリサーチ社「インターネット普及状況調査」（2002 年 9 月） 

http://www.vrnetcom.co.jp/press/pressdata/200210211.html 

 

10 代後半から 40 代は大学生や社会人などで、昼間、市外に出ている人の割合が多い世

代と考えられ、特に子どもがいない人などは自分の住む地域の行事などに参加することが

少なく、地域との関わりが希薄になりがちである。広報紙などを見ることが少なく、行政



の情報をあまり積極的に得ようとしない人も多い可能性がある。そのような人が、インタ

ーネットを利用して簡単に行政の情報を得ることで、自分の住む地域や行政に対して少し

でも興味をもつようになることは、住民本人だけでなく地域にとっても価値のあることで

ある。そして行政にとっても、以前からある「サイレントマジョリティー（公の場で意見

表示をすることのない大衆の多数派）の声をどのようにして把握し行政運営に反映させて

いくか」という課題を解決するための糸口になる可能性がある。 

適切な広報媒体は、広報する情報の内容によって当然異なる。今後、行政は特に重要な

行政情報については、その広報媒体の特徴をよく見極めたうえで効率的にそれらを運用・

活用し、可能な限り多様な広報媒体を利用することで、より広く住民に周知できるメディ

アミックスによる情報提供を行うよう努めていかねばならず、その重要性を今こそ認識す

べきである。 

 

２．住民の問い合わせに対する適切で効率的な対応のために 

次に、住基ネットに関する問い合わせなどに対して、各自治体が組織としてどのような

事前準備を行っていたのかを見てみる。 

アンケートの「問い合わせに対する Q&A（問答集）を作成していますか」「住基ネットに

ついての職員研修を実施していますか」「問い合わせ専用の特設電話を設置していますか」

の質問に対して、Q&A の作成が 90.7％、職員研修の実施が 81.4％と高い割合を示し、特設

電話の設置についても 37.2％の自治体が「設

置している」と回答している。Q&A の配布先

はすべての自治体が、また、職員研修の実施

も全庁で実施した１自治体を除いてすべての

自治体が、住基ネットに関連する課のみを対

象としていた。 

各自治体は、住民から住基ネットに関する

問い合わせが多いことを予想し、統一した対

応が即座に取れるようにするための準備を行っていたと考えられる。しかし、上記の項目

のいずれも対象となっているのは住基ネット担当課のみであり、広報広聴担当課が対象に

含まれていなかった。特に、日ごろ住民からさまざまな問い合わせや苦情を受けている広

聴担当課は、住基ネットについても質問などを受ける可能性が高く、住基ネット担当課と

同レベルの情報をもち住民に対応できるようにする必要があったのではなかろうか。 

Q&A の作成や職員研修の実施の対象が住基ネット担当課のみとなった背景には、「住基ネ

ットについての問い合わせは住基ネット担当課が答えればよく、他の課は関係がない」と

いう考えが根づいていると思われる。住民の立場から考えると、どの職員が答えても回答

が正確であれば問題はなく、質問内容ごとに各課へ「たらい回し」にされることを不快に

感じることは容易に予想できる。これは、事務分掌規則などで決められた役割分担で物事

を考えがちな、行政における縦割り組織の弊害の典型的な例であり、検討の余地がある。 

深刻な財政状況が続くなか、自治体が住民サービスを向上させるためには、行政運営の



効率化を推進していかなければならない。例えば、IT などを活用したワンストップサービ

スを導入し、１カ所の窓口あるいは 1度の手続きで各種の行政サービスを受けることがで

きるようにするなど、横断的な組織を構築することが不可欠である。 

縦割り組織は、職員の職務や権限、責任が明確で意思決定の流れが確立されているため、

変化の少ない環境の下では比較的安定して機能し、ルーチンワークを処理するには最も効

率の上がるシステムであろう。その反面、行動や思考がワンパターン化し、職場間のセク

ショナリズムが助長され、外部の変化に対する感受性を鈍らせたり、新たなアイデアなど

が抑制されてしまうおそれがある。自治体を取り巻く環境の変化が激しい現在のような状

況では、前例のないさまざまな問題に迅速かつ的確な対応を行うために、その変化に柔軟

な対応ができる組織づくりが必要不可欠である。そのためには、横方向にコミュニケーシ

ョンが行われるネットワーク構造が必要であり、情報が共有されるような組織にしていか

なければならない。 

 

３．住民に内容を理解してもらえる広報活動とは 

住基ネットに関する住民の問い合わせ件数を比較するため､各自治体の問い合わせ件数

を人口（平成 12 年 10 月１日現在、国勢調査）で按分し、１万人あたりの件数で見てみる。 

住民票コード送付前の問い合わせ件数が 10 件を超えていたのはわずか２自治体であっ

たのに対して、送付後は 17 自治体もあった。また、インターネットによる問い合わせで

10 件を超えていたのは、住民票コード送付前、送付後とも皆無であった。 

 住民票コード送付後に問い合わせ件数が大幅に増加したのは、住基ネットについて他人

事のように思っていた多くの住民が、通知書が届いたことによって当事者としての意識が

高まったためだと考えられる。そうだとすれば、それまでに自治体は住民に適切な広報活

動を行っていたかが疑問になる。 

次の表２は、私たちが各自治体を評価した広報紙の点数別に（評価方法については資料

編参照）、住民票コード送付前・送付後の１万人あたりの問い合わせ件数を分類したもので

ある。 

 

表２  各自治体の広報紙に対する評価得点別の問い合わせ件数 

評価得点

(35点満点)
自治体数

送付前

問合件数①

送付後

問合件数②

増 減

①－②

問い合わせ件数の

増加率

(②－①) ／①
26点以上 9 5.05 8.30 -3.25 0.64
24～25点 10 3.46 10.41 -6.95 2.01
22～23点 12 2.96 9.21 -6.25 2.11 
21点以下 12 2.71 11.25 -8.54 3.15
これを見てみると、広報紙の評価が低い自治体ほど、住民票コード送付後に問い合わせ

件数の増加する割合が高い。広報紙のここでの評価方法は、基本的な内容の掲載の有無に



ついてのみ考慮している。したがって、評価が低い自治体は､単に内容が掲載されていない、

または掲載内容が乏しいということである。 

行政の情報をすべての住民に確実に周知することは困難であるが、できる限り多くの住

民が情報を得ることができるよう広報紙などでより多くの内容を提供するべきであり、そ

うすることで問い合わせを減少させることは可能であったのではないかと考えられる。 

また、情報端末が普及しているなかで、インタ

ーネットによる問い合わせが各自治体とも非常に

少なかった。この理由として考えられるのは、住

民が、①インターネットによる問い合わせができ

ない、②問い合わせができることを知らない、③

問い合わせてもなかなか返事が返ってこないだろ

うと思っている、などではないだろうか。 

住民に情報を提供することで、基本的な内容に

関する問い合わせは少なくなる。つまり住民の理解を得やすくなることは明らかである。

今後、行政が住民とのパートナーシップを築いていくためにも積極的な情報提供が必要で

あり、同時に、住民の意見を聴くための手段をできるだけ多くもち、それを住民に利用し

てもらえるような運用をしていかなければならない。 

 

４．住民の意見などをより広く把握する広聴活動とは 

次に、自治体がどのように住民の意見などを把握してきたかについて見てみる。 

住民からの意見などを把握する方法として、約 80％の自治体が記録票の作成を行ってい

た。しかし、Q&A の作成や職員研修の実施と同様に、ほとんどの自治体が住基ネット担当

課のみで記録票を作成していた。記録票の作成部署に広報広聴担当課が含まれているのは

1 自治体のみにとどまり、記録票の回覧先にいたっては広報広聴担当課を対象としている

自治体は皆無で、住基ネット担当課内でさえそれを回覧していない自治体もあった。 

記録票を作成する目的は、住民からの意見や問い合わせの内容を把握し、それに対応し

た体制づくりや広報広聴活動に生かしていくことである。そうすると、より多くの意見を

把握するほどその効果は上がるはずであり、少なくとも広報広聴担当課でも意見の集約に

努める必要があったのではないだろうか。また、住民からの意見などを入手しているにも

かかわらず、組織として共有できていなければその価値は半減してしまう。 

住民本位の広報活動を行うためには、住民の考えや思いを把握することが大前提である。

住民からの意見や問い合わせは貴重な情報源である。これを最大限に生かして、住民が知

りたい広報活動を行っていかなければならず、それには、できるだけ多くの意見を把握す

るように努め、また組織内で情報を共有する体制をつくることが必要である。 

 

５．自治体として達成感のもてる広報活動とは 

最後に、住基ネットに関する広報活動についての、各自治体の達成感について見てみる。 

全体的には、「ある程度達成できた」が 50～65％、「あまり達成できなかった」が 30～45％





であった。いずれの項目でも「十分に達成できた」と回答した自治体は少なく、住基ネッ

トの実施時期や住民票コードの変更請求権など、比較的達成感をもてると思われる項目に

ついても 15～25％と低い結果となっている。 

また、表３は、アンケートの達成感についての９項目の合計点を算出し（十分に達成で

きた＝４点、ある程度達成できた＝３点、あまり達成できなかった＝２点、ほとんど達成

できなかった＝１点として計算）、その点数ごとに住民票コード送付前・送付後の１万人あ

たりの問い合わせ件数を分類したものである。 

 

表３  各自治体の達成感別の問い合わせ件数 

達成感得点

(36点満点)
自治体数

送付前

問合件数①

送付後

問合件数②

増 減

①－②

問い合わせ件数の

増加率

(②－①) ／①
28点以上 7 3.21  7.75 -4.54 1.41

26～27点 12 3.45  9.74 -6.29 1.82

23～25点 11 3.32 10.15 -6.83 2.06

22点以下 13 3.71 11.01 -7.30 1.97

 

これを見てみると、達成感が低い自治体ほど、住民票コード送付後に問い合わせ件数の

増加する割合が高い傾向にある。 

住基ネットについては、自治体に「国の施策である」という意識が強くあったのではな

いかと思われる。確かにそういう一面もあったかもしれないが、自治体、特に市町村は日

ごろから住民とのかかわりが深く、行政情報提供の側面から重要な位置を占めている。住

民に情報提供をする際には、市町村自体が住基ネットについて理解していることが最低条

件であり、住民に情報を提供するためには、それに先立って必要な情報を得るため積極的

に行動しなければならなかった。そのことができずに国や大阪府などから情報が届くのを

待ち、その情報をほぼそのまま住民に提供する傾向の強かった自治体ほど住民の理解を得

られず、問い合わせが増え、その結果、情報を提供する側にとっても達成感を得ることが

できない原因の一つになったのではないだろうか｡ 

行政が住民に情報提供する際には、その説明方法についても十分に検討しなければなら

ない。行政が住民に知らせなければならない内容を羅列するだけの単なる「お知らせ広報」

ではなく、本当に住民が知りたい疑問点や問題点に焦点をあてた内容にして提供すべきで

ある。住基ネットについては、多くの自治体が広報紙などを通じて相当程度の広報活動を

行っていたにもかかわらず、マスコミなどから情報を得て基本的な内容について問い合わ

せてきた人が多かった。このことは、もちろんマスコミの多大な影響力によるところが大

きいが、一方で、行政が広報活動を行う際に「行政にとって都合の悪いことは言わない」

きらいがあり、そのため、住民の疑問に答えきれず、住民の信頼感があまり得られなかっ

たことはないだろうか。 
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この記事は、「私たちの個人情報は本当に守られるのか」という見出しで、本文について

も問題提起型で書かれていて、読者に住基ネットについて考えてもらうきっかけとなり得

る内容になっている。また、住民４人の声を掲載しているが､すべて住基ネットに積極的に

賛成というものではない。一部、行政に対する厳しい意見も含まれており、行政にとって

都合のいいものだけを取り上げるのではなく、住民の率直な思いを掲載していると考えら

れる。このような広報活動によって住民との間に信頼関係が生まれ、「住民と一緒に考えて

いく」行政の姿勢が自然と垣間見えてくるのではないだろうか｡ 

住民に情報を提供するとき、その効果は提供する情報の質によるところも大きい。今回

の調査では考慮されていないが、例えば、行政が自分たちにとって都合のいい情報のみを

行政用語を多用して知らせているものと、住民の意見を取り入れたり、見やすいレイアウ

トや読みやすい構成を心がけたりしたものではその効果は異なったものになるであろう｡ 

行政は住民に奉仕するために行政活動を行っているのであり、広報活動においては住民

が見やすいよう、聞きやすいように創意工夫を重ねていかなければならない。 

 

６．まとめ 

以上のように、住基ネットに関する限られた調査・分析からもいくつかの課題が明らか

となった。その主なものをまとめると次のようになる。 

①広報媒体の特徴をよく見極めたうえで効率的にそれらを運用・活用し、より広く住民

に周知できるよう、メディアミックスによる情報提供に努めていかなければならない。 

②組織全体として環境などの変化に柔軟に対応できる構造にしていかなければならない。 

③行政と住民とのパートナーシップを築くためにも積極的な情報提供が必要である。 

④できるだけ多くの住民の意見を把握するように努め、組織内で情報を共有する体制を

つくることが必要である。 

⑤住民への情報提供の効果は、提供する情報の質によるところが大きく、創意工夫を重

ね、住民の立場に立った内容にしていかなければならない。 

 

「地方の時代」といわれ、自治体の権限、責任も今後大きくなっていくと考えられる。

そのなかで、自治体としての役割を果たすために、広報広聴活動におけるこれらの課題を

克服し、いかに住民の意思を反映した責任ある行政経営ができるかどうかが、今、問われ

ている｡ 





第４章 新しい自治体経営の仕組みづくり

 第３章でも述べたとおり、「地方分権の時代」といわれ、各自治体において、住民の意見

を反映した責任ある行政運営が求められている。そのような課題を解決する方策として、

自治体では、限られた予算や人員を有効に活用し、最大限の公共サービスの提供を目標と

する民間企業の経営方法や考え方を取り入れた NPM（新公共経営）の導入が広がっている。

この章では、青森県の政策マーケティングや高知県の行政経営品質など、自治体の取り組

みの実例を見ながら、NPM の理論や手法を導入しての住民と行政とのコミュニケーション

の活性化や情報共有について考えてみたい。

１．NPM 

(１) NPM とは 

わが国では、バブル崩壊後、不況から抜け出す対策として、仕事の流れや組織のあり

方などを根本的に考え直し、業務の効率化を図る BPR（Business Process Reengineering:

ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）の考え方が、民間企業に広く普及していっ

た。単なる業務改善ではなく、すべての業務や組織をゼロから見直そうというこの考え

方は、民間企業だけにとどまらず、やがて社会全体に広がっていくこととなる。このよ

うな変革の気運の高まりを受け、自治体でも、イギリスなど諸外国の行政現場から生ま

れた革新的な行政経営理論である NPM を導入する動きが進んでいる。一口に民間手法の

導入といっても、多岐にわたる分野でさまざまな実践形態がある。成果主義を採用した

企業経営手法の導入（会計手法、顧客志向の導入）や組織の変革などをさし、具体的な

手法としては、以下のようなものがあげられる。

①財政危機の克服や行政の効率化

民間の会計手法にならった貸借対照表の作成、成果主義に根ざした政策評価、

自治体経営の目標を明確にする総合計画の作成。

②顧客満足度を重視した住民サービスの提供

顧客のニーズをつかむマーケティング手法の導入、住民一人ひとりの満足を高める

ための CRM。

③効率的な組織の変革

行政組織や運営の再構築や組織内での知識の共有を図るナレッジ・マネジメント。

 ④可能なかぎりの市場メカニズムの活用

民営化やエージェンシー（独立行政法人）化や民間企業の資本を活用する PFI 制度。

実際には、いろいろな手法が組み合わされ広がりを持ち運用されている。では、この

ような新しい行政運営の手法は、自治体においてどの程度導入されているのであろうか。



(２) NPM の導入状況 

総合研究開発機構（NIRA）の「地方自治体における NPM の導入状況」アンケート調査

（2001年 11月実施）によると、全国 694自治体（671市、東京 23区）において、「行
政評価」や「企業会計的手法」の導入率は、ともに試行中の自治体を含めて 40％の自治
体で取り組みが見られた。一方、「民営化」は 25.1％、「顧客志向」の取り組みは 9.3％
の自治体で導入済みか試行中であった。

表１ NPMの導入状況

導入済み 試行中 検討中 予定なし 無回答 計
団体数 39 63 124 20 1 247
構成比 15.8% 25.5% 50.2% 8.1% 0.4% 100.0%
団体数 81 20 63 69 14 247
構成比 32.8% 8.1% 25.5% 27.9% 5.7% 100.0%
団体数 7 0 99 125 16 247
構成比 2.8% 0.0% 40.1% 50.6% 6.5% 100.0%
団体数 61 1 60 105 20 247
構成比 24.7% 0.4% 24.3% 42.5% 8.1% 100.0%
団体数 15 8 67 133 24 247
構成比 6.1% 3.2% 27.1% 53.8% 9.7% 100.0%

顧客志向
の実践

企業会計
的手法

行政評価

ＰＦＩ

民営化

注）行政評価：事務事業評価、総合計画のベンチマーキングによる進行管理など、行政活動を客
観的に評価する制度。国の決めたガイドラインによる事業の事前評価などは含まない。
企業会計的手法：発生主義・複式簿記の考え方による、バランスシートや行政コスト計算。

総務省方式によるものと、その他の方式によるものが含まれる。
PFI・民営化：民間資金による公共施設の整備、行政サービスの民営化・民間委託。

1980年代以前の取り組みも一部含まれている。
顧客志向の実践：顧客満足度の把握など住民を行政サービスの顧客とみなす取り組み。

出所）「地方自治体における NPM の導入状況 アンケート調査の概要について」 

   NIRA 総合研究開発機構 http://www.nira.go.jp  

手法の分野に偏りが見られるものの、自治体において NPM の手法についての導入、試

行が進められている様子がうかがえる。調査項目であがっている NPM の手法には含まれ

ていないが、NPM の「顧客志向、成果志向、市場メカニズムの活用、権限委譲・分権化、

ビジョン・戦略の考え方」といった基本原理に基づいた独自の手法を展開している自治

体もある。そのような NPM の理論に基づき進められている青森県の政策マーケティング

手法と高知県の行政経営品質、住民の声データベースシステムを見てみたい。両県では、

新しい経営手法を導入し、どのようにして住民と行政、住民と住民とのコミュニケーシ

ョン活動を展開しているのであろうか。

２．政策形成のためのマーケティングの導入

(１) マーケティング手法の導入
地方自治体の主な仕事は住民に対する公共サービスの提供であり、住民はその公共サ



ービスの受益者である。その意味から住民を顧客ととらえ、公共サービスについて、顧

客志向や顧客満足度といった視点から考える場合、民間企業の経営活動の一つであるマ

ーケティングの手法の活用が考えられる。全住民への公平なサービス提供を目的とする

行政の経営に、利潤追求を目的とする民間のマーケティング手法を、そのまま導入する

には困難を伴う。しかし、住民と行政とが情報を共有しコミュニケーションをとりなが

ら問題解決を行ううえで、調査分析の手法を含め、民間企業が培ってきたマーケティン

グの技術やノウハウから学び活用すべきところは多い。いわゆるソーシャルマーケティ

ングの考え方の取り込みである。住民ニーズの多様化により、自治体が住民ニーズの聴

取や収集を行うだけでは住民の意見をまとめることが難しくなっている。そんななか、

より多くの住民と情報を共有し、行政と住民が共に考え意見を出し合い、住民の多種多

様なニーズをふまえて、政策を決定するといった方策が求められている。このような住

民と行政の合意形成を進める手段として、マーケティングの手法の活用に対する期待は

大きいものがある。

(２) 政策マーケティング
自治体においても、これまで、マーケティングの手法を活用した取り組みが行われて

こなかったわけではない。しかし、それらは、アンケートなどの調査や広告・宣伝手法

など限られたものに過ぎなかった。それにとどまらず、より本質的に住民の目線で自治

体経営を考え、政策そのもののマーケティング化をめざすのが「政策マーケティング」

の取り組みである。青森県ではマーケティングの手法を活用し、住民が求める青森県全

体の政策の進み具合をベンチマーク方式により評価する「政策評価」の仕組みづくりに

取り組んでいる。青森県の 1999～2000年度「政策マーケティング委員会」委員長を務
めた古田隆彦（現代社会学研究所所長・青森大学社会学部教授）は、政策マーケティン

グとは、「地方行政の実施する、さまざまな政策の形成や評価に、マーケティングの考え

方を積極的に取り入れ、県民、市民、地域団体、NPO、企業などが国の省庁、県庁、市役

所、役場などとともに、それぞれの役割を分担し、よりよい地域社会を実現していく“し

くみ”」であり、従来の議員立法や行政府による政策形成を補って、生活者により密着し

た間接民主主義をめざすものであるとしている。

 

(３) 青森県の政策マーケティングシステム
では、青森県ではどのようにして政策マーケティングシステムを進めているのであろ

うか。平成 11 年５月、住民の代表や専門家からなる「政策マーケティング委員会」が
発足し、政策マーケティングの取り組みが始まった。住民の求めるものは何なのかを知

るために実施された、日常生活に対する満足度や考え方を問う県民意識調査やグループ

インタビューから、システム構築の目的となる、達成したい地域社会の大きな特徴とし

て「県民が満足した生活を送れる青森県」という「ビジョン」を導き、そして、将来「ビ

ジョン」を実現するための具体的な要素である４つの「政策目標」を設定している（「も



しやの不安の少ない暮らし」、「人や地域とつながりの深い暮らし」、「自分の可能性を試

すことのできる暮らし」、「納得できる手間や負担で暮らせる暮らし」）。そして、「政策目

標」を実現するため、特に重要な項目として、県民を対象とするアンケート調査に基づ

いて整理された 27項目の「点検項目」と、「点検項目」ごとに政策の進み具合を数値で
とらえるための 66 の「評価指標」が定められている。それぞれの評価指標には、2005
年を目途に実現したい水準をあらわす「めざそう値」と、行政、住民、企業などそれぞ

れの主体に求められている役割の大きさを表す役割分担を示す「分担値」が、重ねての

アンケート調査により設定されている。この、

目標を達成するために、県民や企業や産業団

体が自分たちで何ができるのか、何をすべき

か、役割分担についての問いかけを行ってい

る点が、青森県のマーケティングシステムの

大きな特徴であるといえよう。また、これら

の各指標は繰り返し住民の視点に戻り検討さ

れる。こうして設定された「ビジョン」、「政

策目標」、「点検項目」そして 66の「評価指標」についての「現状値」「めざそう値」「分担
値」を示した「政策マーケティングブック Ver.00」が平成 12年 12月に発行されている。

   表２ 「66指標とめざそう値・分担値（役割分担）一覧表」（一部を抜粋）

出所）政策マーケティング委員会「政策マーケティングブック 2000 Ver.00」



(４) 政策マーケティングブックの活用
政策マーケティングブックの活用については、「県民の皆さんが自分自身でどんな使

い方があるか考えていただくこと」としている。そして、ブックをコミュニケーション

ツールとし、実際に住民とともに政策について考える取り組みの展開が見られる。政策

マーケティング委員会では、目標値である「めざそう値」の達成度を毎年評価していく

とともに、住民や民間も含めた関係機関も参加しての、評価や政策づくり、役割分担な

どを検討しあう場としての「政策市場（マーケット）」づくりに力を入れている。平成

13年度には、県内各地でワークショップ形式の「政策市場」を設け、県民自身の評価や
政策についての意見交換が行われた。その成果が「政策マーケティングブック 2001～
2002 Ver.01」としてまとめられ、平成 14年３月に発行された。そして、平成 14年度
には、さらに一歩進め、「政策市場」が県内のあちこちに立ち上がるようにと、県内４カ

所で、参加者にブックの点検項目から地域ごとのテーマを自由に設定してもらい、「政策

市場づくりのワークショップ」が開催された。

(５) 青森県行政における政策への反映
「政策マーケティングシステム」では、ベンチマーク方式により、各項目ごとに「め

ざそう値」の達成度を評価するため、経年変化をチェックしている。この結果が、政策

を担う主体である県行政において、政策の立案・実施を含め、行政サービスの提供に反

映されることが、当然期待されている。青森県政策推進室行政評価担当では、具体的な

政策に結びつけるのはこれからの課題であるとしながらも、当システムに対する県職員

の理解を深める試みを行うとともに、県行政に反映させるしくみづくりを進めている。

その一つに政策マーケティング委員会と県の関係課の職員が行う「セッション」の実施

が挙げられる。

この「セッション」は、平成 14 年度に県内４カ所で実施した「政策市場づくりのワ
ークショップ」で取りまとめられた県民の意見や情報交換の内容を踏まえ、各テーマの

関係課が集まり、ワークショップ形式で行われる。青森県庁内には、政策マーケティン

グシステムの構築・運営に関し、庁内各部からの情報提供や意見提言等を行うために「庁

内ワーキンググループ」が組織されている。政策マーケティング委員会の活動を支える

ことを目的とするこのグループを中心に、「プレセッション」として、事前に「セッショ

ン」の持ち方の検討も行われている。この「セッション」の目的は、当システムの理解

を県職員に促すとともに、関係課が暮らしやすさの向上に関する県民のニーズを把握し、

実際に解決方策である行政サービスを遂行していくことにある。また、「政策マーケティ

ングシステム」の各項目は、県庁内の事務事業評価の際にも活用されている。事務事業

評価シート記入時に、職員は「政策マーケティングブック」の各点検項目とその関連に

立ち返ることになるため、県職員への「政策マーケティングシステム」の内容の理解、

浸透が図られるというものである。平成 15 年度県予算においては、緊急課題対応経費
とし別枠で「政策マーケティングシステム」の課題に対応する施策の実施のための予算



枠がとられている。また、県の総合計画への取り込みについても、「政策マーケティング」

で設定されている社会指標である各項目を、行政サイドの現行の施策にあてはめるため

に、中間的な指標の設定が必要であるとしながらも、平成 18 年度の総合計画の見直し
時にむけて意欲的な構えである。

(６) 青森県の特色を生かした広報活動
ここで、青森県の広報・広聴部門を見て

みたい。青森県の県政情報を発信する広報

関係事業は、政策推進室広報担当を中心と

して進められている。広報担当では、県内

全戸配布の広報誌「県民だより あおもり」

を年６回発行するほか、「私たちの暮らし

と県政」として月２回（１日・16 日）、地

方紙の新聞紙面を使って県情報を掲載して

いる。また、ラジオやテレビなど電波媒体による情報発信も行っている。毎週 15 分、民

放３局で放送されるテレビ番組では、旅の話題など娯楽性も含めた内容を盛り込むなど、

親しみやすい内容で県内各地の情報を提供している。インターネットによるホームペー

ジやメールマガジンによる広報活動も活発で、平成 14 年８月より、毎週金曜日に配信を

行っているメールマガジン購読の登録は 1,700 件（平成 14 年 11 月時点）となっている。

その他、「県政トピックス」として、知事の動きを中心に県政の出来事を伝える写真を

県庁舎正面玄関など県内 13 カ所に掲示している。県の今をわかりやすく印象的に、写真

により伝えるものである。新聞をはじめマスコミへの情報提供としては、ニュース性の

強い事項について記者発表・資料提供を行うほか、記者クラブ（加盟 17 社）主催で、毎

月１回、知事の定例記者会見を行っている。この記者会見の内容は、県ホームページで

公開されている。 

 

(７) 青森県の広聴活動とイメージアップ事業 
広聴関係事業は、同政策推進室内の広聴・百人委員会担当で行われている。行政相談

として住民の行政全般にかかる相談を個別に受けるほか、知事への提案を県政へのハガ

キ、ファクス、Ｅメールで受けている。全件について、知事と担当課とが協議し、相談

者に回答を行っている。また、知事が直接住民の意見を聴く場を設けての広聴活動も活

発であり、知事が各市町村に出向き、住民と意見を交換する「知事とのふれあいトーク」

や、高校生・大学生・社会人のグループとの意見交換会「知事との県民フォーラム」が

開催されている。「知事とのふれあいトーク」では、県内 67 市町村を４年で一巡する予

定である。住民に広く県政についての意見を問う「県政モニター」の事業も行われてお

り、200 名のモニターに年４回のアンケートを実施している。この「県政モニター」で

は、県庁内で毎回担当課を選定し、担当課がアンケートの調査内容・項目を決定、そし



て、政策推進室が、アンケートの取りまとめ・集計を行い、冊子を発行している。また、

住民から意見を聴き、県政に参加してもらう事業として「あおもり 21・百人委員会」の

運営が挙げられる。各界住民 100 人に委員を委嘱し、研修会・分科会での意見交換の後、

知事への報告を行う事業である。以上のように、青森県ではさまざまな手法での広聴活

動の展開が見られる。この他に、青森県のイメージアップを図るための「青い森の特派

員」事業がある。東京、大阪など首都圏や海外に在住する各界の青森県ゆかりの人物に、

特派員として青森県の PR を依頼するという制度である。広聴というよりは、地域外に向

けた広報活動にもあたる事業であり、観光県である青森らしさを生かした活動である。 

 

(８) 住民起点の青森県の自治体運営
青森県の政策マーケティングシステムは、県外部の第三者機関による取組みであるが、

県民意識調査やグループインタビュー、そしてワークショップの開催と、膨大な県民へ

の広聴活動から成る仕組みであるといえる。一方、広報広聴担当部門では、知事と住民

との意見交換会や定期的なモニターアンケートの実施などにより、住民の意見を収集す

る広聴活動、また、複数の媒体を効果的に活用した、きめ細やかな広報活動が連動して

行われている。政策マーケティングシステムも含めて、青森県全体の広報広聴活動を見

てみると、それぞれの部署が異なる手段を用いて、充実した活動を展開している感を受

ける。また、それらの活動から得られた住民の多様な意見を県政に生かすしくみづくり

にもたいへん力を入れていることが分かる。今後、県民の意見やニーズにより決定され

る政策や行政サービスの範囲が拡大され、それが目に見える形で伝えられていくことで、

住民の行政に対する意識が高まり、その活動はますます活発になることであろう。住民

との政策の合意形成をめざす上では、政策を論議するための情報の共有が前提となるが、

青森県においても、今後、政策を論議するための「政策市場づくり」を進めるにあたり、

住民への情報公開、そして住民と情報の共有や交換があってはじめて、パートナーシッ

プによる商品の開発（政策の形成）が達成できるのではないであろうか。その意味から

も、住民の求める情報を的確に伝えるため、広聴活動を踏まえた広報活動が今後ますま

す重要となってくることは間違いない。 

住民の満足度向上のため、実際に意見や要望をどのように政策形成の過程に取り込む

かということは、全自治体に共通する問題であろう。そのような中で、青森県は、住民

ニーズを政策決定の過程に盛り込む方策を掲げ、住民とのコミュニケーションによる自

治体運営にむけて着実に歩みを進めている。 

 

３．行政経営品質

 次に、組織を変革する行政経営品質をはじめ、活発な取り組みで住民とのパートナーシ

ップによる行政を進める高知県の実例を踏まえ考察してみたい。 

(１) 学習する組織へむけての取り組み
アメリカでは 1980年から 1990年代の初めにかけて、深刻な経済不況に見まわれ、民













（１）自治体 CRM（Customer Relationship Management）の取り組み 

浜松市において「市民コールセンター」が設置され、札幌市でも「総合案内的コール

センター」が設けられ、将来型として「部門別コールセンター」へと連動していく構想

が練られている。このような取り組みは、1990年代後半から、民間企業において導入さ
れていた CRM というマネジメントシステムの手法の一つである。最近になって、自治体

でも CRM が注目を集め導入されはじめている。その理由は、職員の電話応対のまずさに

対する解決策として、また住民一人ひとりに配慮したサービスの提供、住民の声を施策

や政策に反映させるためなどが考えられる。また導入効果としては、本来業務を住民視

点から集中して考えることのできる環境を可能にし、住民一人ひとりから信頼される自

治体への転換、さらに住民ニーズに応えた的確な政策運営などがある。特に自治体が CRM

を考えるときには、住民との関係を整理する必要がある。住民は行政サービスの対象者

だということ、そして住民は協働して行政を経営していくパートナーだということであ

る。この二つの視点から、IT の発達による多様化した住民との接点を考えたときに、庁

内における住民情報や知識などを一元管理して共有し、住民サービスの向上にむけた仕

組みが求められてくる。そのツールとしては、コールセンター、電子申請、電子決済な

どがあげられる。そして今まで自治体に届けられなかった「声なき声」までも迅速にし

かも簡単に届けられることが可能となったのである。こうして住民と行政が相互に、し

かも様々な情報を自由にやりとりができる「交流の場」が無限にひろがっていくのであ

る。具体的には、電子会議室やメールマガジンなどがあげられる。このような自治体の

仕組み自体の再構築は、IT を導入し活用することで、いままで困難とされていたことを

容易に可能ならしめたのである。以上を踏まえ、自治体の CRM とは、住民に対して付加

価値の高いサービスを総合的に提供できるシステムと考えられる。

表 7 自治体 CRM の概念図 

 
出所）野村総合研究所 http://www.nri.co.jp/kikou/021101.php



（２）コールセンター

住民からの電話の総合的な窓口となるコールセンターの設置も、住民を顧客ととらえ

た取り組みである。コールセンターで、通常、住民から行政によくある質問に対して、

FAQ(Frequently Asked Question:質問と回答)を用意しておき、スピーディに適切な内容
を丁寧に回答する。また、対応の履歴はデータベース化して蓄積し、今後の行政経営の

戦略等に活用することができる。このコールセンターの利点は、運用そのものを外部委

託することも可能で、これにより行政は本来の業務に集中することができ、政策や計画

策定の際には得られた住民情報を参考に住民ニーズに即応したサービスが提供できる。

（３）市民の声データベース

従来の広報広聴担当課が行ってきた住民の相談窓口には、庁内の他のどのセクション

よりも、多くの住民の声が寄せられていた。しかし、現実には、住民からどのような声

が寄せられているのか、行政内部において組織的に把握できるようなシステムが形づく

られていなかった。IT を有効に活用することで、今までは組織の一部に埋もれていた住

民の声に組織全体として網羅的に、光をあてることが可能となったのである。住民から

寄せられた多種多様な声は一元管理され、整理分析を行うことにより、本来の住民が求

めているサービスを能動的に創りだし提供することができるのである。電子媒体により

住民の声の履歴管理がなされ、真に求めるサービスが提供されはじめると、行政への住

民からの信頼感の形成にもつながり、透明性の高い行政システムを構築することが可能

となる。その意味で、データ－マイニングが重要となってくる。データマイニングとは

「膨大なデータから価値のあるビジネスパターンを発見するプロセス」とされる（藤田

憲一，2001）。これは市民の声データベースをはじめ、自治体に大量に寄せられる住民
の声から、本当に住民が望んでいるサービスは何なのかを見つけ出す過程で必要不可欠

な手法であり、これからの自治体を経営していくうえで重要なものと認識される。住民

の声に基づき、かついろいろな条件の組み合わせを行うことにより、一定の仮説を導き

だす必要があるので、分析を担当する職員のセンスも問われるようになり、自治体の業

務に精通していることが必須条件であると考えられる。

（４）サービス提供のためのナレッジ・マネジメント

ナレッジ・マネジメントとは、簡潔にいえば、「知識共有」、つまり、個々人がもって

いる貴重な経験や知恵やノウハウなどの知識を“目に見えるかたちで”で収集・蓄積し、

情報技術を活用してこれらを共有し新たな知識を生み出し、顧客に高い価値を提供する

ことを可能とする手法や技術のことである。なお、知識にいたるまでの段階を整理する

と次のようになる。第 1段階は「データ」であり、これは単に数値や文字を並べただけ
のものである、第 2段階は「情報」となり、これはデータを整理・加工したもので、そ
の数値などがもつ意味合いがわかるものである。第 3 段階は「ノウハウやコツ」、これ
は情報の中から主観的なものの考えにより、規則的なものを導きだした結果といえる。





改善や行政課題に対する企画立案などに活用することができる。また、平成 15 年度に
は県公式ホームページ上の公開も予定されており、住民からの同様な質問が軽減される

と見込まれ、さらなる行政事務の効率化につながるものと期待されている。住民にとっ

ては、データベースの 24 時間検索が可能となり、届けられた声の一覧情報も閲覧する
ことが可能になるため、行政の透明性の確保や不信感を払拭する住民満足の高いツール

となることが期待される。ただし、このシステムの問題は「住民から寄せられた声を県

職員が適切に入力できるかどうか」さらに「県職員に有効活用されないと単に入力の手

間が増えただけのものになってしまう」ことがあげられる。システムの開発費用は、す

でに開発済みであった人材情報システムの仕組みを活用し、約 300万円で委託開発され
ている。平成 13年度で 741件（うち 468件が広聴窓口分の入力）のデータが登録され
ている。その導入効果は、データベースが他のセクションの職員にも見られているとい

う意識もあるので「住民から寄せられた声に対する回答のレベルが向上した」とのこと

である。その他県政情報課における特徴的な取り組みには、県内全域から県民の声ネッ

トワークメンバー（平成 14年度公募 90名、市町村推薦 90名）を選任し、アンケート
調査の実施（平成 13年度実績 5回）や県政に関する意見・提案など（平成 13年度実績
44件）を聴かせてもらう機会を多く設けていることや、県民の事業アイデアの受け付け
（平成 13年度実績では提案 128件のうち 4件が予算化される予定）などがあげられる。
また、情報公開の関係業務でいえば、県の念書・覚書書などについては徹底した公表に

取り組んでおり、現在、約 800 件ほどが公表されている。高知県のホームページでも、
「知事と職員グループとの話し合い」の要旨が掲載されており、県政内部も雰囲気が伝

わってくる内容となっている。

（７）自治体におけるナレッジ（知識）とその活用

自治体においては、情報技術の活用によるメリットはさらに広がりをもち、時間と空

間を超えて、住民と行政が相互にコミュニケーションすることを可能とし、そして大量

の蓄積された知識をも共有し活用ができる。これにより行政の考え方や思いは住民にも

共有できるようになり、住民が考えていることや思いは、行政はもちろんのこと住民同

士でも共有ができる。このような行政側と住民側での双方向のナレッジのやり取りが、

お互いを理解する方向にむかわせ、同じ土俵での議論がなされる。これらが活発に動き

始めたときには、新しいまちづくりに対する創造的な知識が生まれてくる。

自治体における CRM とナレッジ・マネジメントは、住民とのコミュニケーションを円

滑にする効果的な経営手法といえる。CRM では、住民を「顧客」「パートナー」という二

つの側面からとらえ、一方では住民に対する日常のサービス向上に利用し、もう一方で

は行政への参加促進という真の住民自治への入り口として利用することができる。これ

からの行政における広報広聴活動では、この二つの視点が抜け落ちてはならない必須項

目である。自治体の観点からすると、ナレッジは次の三点に整理されよう。

①あらたなまちづくりのための価値を生み出す直接の材料となるものであり、単なるデ



ータや情報のみで構成されるものではない。

②職員の経験や洞察を通じて形成されるものであり、その利用する職員にとって価値を

持ち行動を誘発するものである。

③住民自身が今まで生活してきた経験などを通じて形成されるものであり、利用する住

民にとって価値を持ち行動を誘発するものである。

すなわち、これらの行動を誘発させるようにすることが広報広聴機能におけるナレッ

ジ・マネジメントと考えられる。

今後の自治体においては、顧客である住民の価値観の多様化や高度化対応し、その満

足度を持続的に向上させていかなければならない。実際には、全て満足させることは不

可能であるが、一部の住民の満足にとどまってはならない。自治体においては常に全体

的な最適化を視野に入れた行政経営を実行するべきことは明らかである。住民ニーズに

あったサービスを提供していくためには、このような視点から組織全体で対応していく

ことが求められており、職員それぞれがもつ知識やノウハウを集積し最大限に活用して

いくことが必要になってくる。

５．まとめ

自治体においては NPM の原理に基づき、様々な手法が導入さていることがわかった。今

後、多様化・高度化する住民の期待や要望が様々なかたちで行政に寄せられてくることは

明白である。ただ指をくわえて待っているわけにはいかない。多くの自治体では電子自治

体への取り組みがすでになされており、パソコンなどのハード面の整備はある程度進んで

いる現状である。このような IT も有効に活用しながら、民間企業で培われた知恵や実践力

を取り入れ、住民の声を行政資源として捉えなおした住民視点からの業務プロセスの構築

が求められているのである。そして住民サービスの向上と相互に情報受発信できる優位性

を活かした住民参加による協働型行政へと飛躍し、真の住民自治へ向けて取り組むことが

自治体の目指すべき姿である。自治体の変革にむけて、改めて認識しなければならないの

は、民間の新しい手法や IT を必ず導入しなければ、というとらえかたではなく、民間の手

法や IT はあくまで業務のプロセスを効率化・スピードアップ化するものであり、行政内部

や住民とのコミュニケーションをサポートする手段にすぎないということである。住民と

行政とのコミュニケーションにより、まちづくりのビジョンに関わる情報を政策立案の過

程で共有することができてはじめて、新しい公共のあり方が生まれ、住民満足の高い自治

体経営が構築できるのである。

 





第５章 情報ネットワーク社会の足音 
 

この章では、「IT 革命」という名の新たな社会基盤技術の普及した、いわゆる「情報ネット

ワーク社会」において、インターネットが実社会のコミュニケーションの構造に何をもたらそ

うとしているのかを考察する。特にそのメディアとしての特性や文化的側面に注目しながらイ

ンターネットが育んだセルフ・ガバナンス（自己統治）からネット・コミュニティ形成までの

流れを追い、その市民的公共圏としての可能性を探る。そのうえで今後自治体が地域経営を進

めるなかで必要になると考えられるITスキルの整理を試みる。 

 

１．インターネットがもたらす新しい社会 

(１) 社会におけるインターネット活用と行政の動向 

第３章で述べたように現在のインターネット利用人口は 2002 年９月で 4,700 万人を超え

ており、世帯普及率も49.9%にのぼっている。 

 この数字から見ても、日本におけるインターネットは普及期を迎え、いよいよ社会的なメ

ディアとしての地位を確立しつつあるといえる。近年では、コスト削減を望む企業や小規模

で多くの結果を望むベンチャー企業などにおいて、インターネットでつちかわれた技術成果

が、イントラネットという形で積極的に採用が進んでいる。当然そのように整備された内部

システムはインターネットとの親和性も高く、そのサービス基盤にも活用しやすいものとな

る。それが企業によるインターネットの活用に拍車をかけており、多くの企業や組織で「調

達プロセスのインフラ」や「サービス提供手段」にインターネットを利用する動きが活発化

している。 

これは、インターネットへの対応が、新しい情報媒体への対応だけにとどまらず、サービ

スの拡充と組織運営の効率化の両側面へ何らかの効果を生む可能性をもっていることも示

唆している。行政においても近年の「電子政府」への取り組みのなかで、第３章のケースス

タディとして取りあげた住基ネットシステムの技術基盤や、今後整備される予定の「LG

（Local Government）WAN」などでインターネットの基盤技術を援用している。最近では、

平成14年12月９日の政府の高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部(IT戦略本部)の第

16 回会合で、総務省からネットワーク関連ソフトのオープンソース化の検討を盛り込んだ

「情報通信の安全保障」対策強化が提言され、政府のe-Japan計画に盛り込むよう求めるな

どオープンソース・ソフトウェア導入への積極的な動きも始まっている。 

 

(２) オープンソース・ソフトウェア 

オープンソース・ソフトウェアとは、世界中のプログラマーがインターネット上で共同開

発しているものであり、多くはコピーレフト（ソースコード（プログラムのこと）は可能な

限り無制限に変更され、再配布されることに同意すること）を保証するフリーソフトウェア

のライセンスを採用し、無償で公開しているソフトウェア群の総称である。特に、行政にと

っては、プロプライエタリ・ソフトウェア（ウィンドゥズなどのマイクロソフト製品のよう

に「使用ライセンス料」を支払うことで利用するソフトウェア）に比較して、その素性から



くる公共性の高さと、コスト・パフォーマンスの高さへの評価が高く、近年世界中の国々で

の採用が相次いでいる。 

今回の共同研究でも、研究員内のナレッジ・マネジメントを実施すべく、オープンソース・

ソフトウェアを活用し、インターネット経由で使えるグループウェアを設置・運用した。 

 

２．メディアとしてのインターネット 

(１) 時間的・空間的制約からの解放 

 インターネット上のコミュニケーションは、コンピュータを介して行うコミュニケーショ

ンを意味する「CMC」（Computer-mediated Communication）とも呼ばれ、多くの研究がされ

てきた。このCMCには、既存のメディアにみられるような時間的・空間的な制約がないとい

う特徴がある。 

 それは、高速な情報伝達が距離と時間の制約なしに行えることと、情報の伝達が受信者が

インターネットにアクセスした時になるため、電話でのコミュニケーションのような、相手

の生活時間帯への配慮が必要ないところからきている。 

 また、空間的制約からの解放とは、コミュニケーションの範囲が世界大に拡大する可能性

である。世界中に広がるインターネットと、実社会におけるコミュニケーション範囲とでは

比較するまでもなく前者の方がネットワークとして広大であるうえ、現在ではそのコミュニ

ケーション手段においてテキストのみならず、画像、動画、音声などの幅広い手段が可能に

なっていることからきている。 

 

(２) 多方向性と双方向性 

 CMCはその末端の数がｎ対ｎで成り立っているため（ｎは1から不特定多数）、個人同士の

コミュニケーションのための通信メディアとしても、テレビなどのマス・メディア（情報発

信）としての性格も併せもっている。このような多方向性をもった情報のやり取りは大きな

特徴である。特にほかのマス・メディアと決定的な違いがこのような情報のやり取りが一方

的に行われるのではなく双方向的に行われるということである。情報の受け手は一方的にそ

の情報を受け取るのみではなく、受け取った直後に情報の送り手になりうる。この双方向性

は、情報の送り手と受け手の相対化を引き起こす。 

 

(３) 情報の送り手と受け手の相対化 

 これまでのマス・メディアにおいては情報の送り手となりうる者はごく少数であり、その

影響力からマス・メディアは「第 4 の権力」（本章「市民的公共圏」で後述）として振る舞

うこともあった。しかしインターネットの普及によってこれまで情報発信する力をもたなか

った者も簡単に情報発信を行うことが可能になり、既存のマス・メディアにおける「主体」

と「客体」の関係が揺らぎ始めている。この送り手と受け手の相対化は既存の社会関係に少

なからず影響を与え、マス・メディアに比べて圧倒的に弱者であった個人に対して主張の機

会を与えることになった。 

 しかし、その一方で、情報発信の影響力やその責任に対しての認識不足からくる人権侵害



などの問題も存在する。この問題の一因としてインターネットの匿名性がある。 

 マス・メディアによる情報発信にくらべて、インターネットでの情報発信には、ある程度

匿名での発信ができる。そのため、発信者が特定されることにより何らかの社会的障害が発

生することを防いだり、社会的立場が弱者とされる者が、その社会関係を無視して対等にコ

ミュニケーションを行うことを可能にするという利点があるが、匿名性を利用し犯罪行為を

行う者や、匿名であることから無責任で激情的になり議論の障害行為を行う者もいるため批

判されることも多い。 

 

３．インターネットの文化 

(１) 「ハッカー」の登場 

 発生から普及期にいたるまでのインターネットの歴史のなかで、特に着目すべきは、その

発展の仕方である。発端はアメリカ国防総省の機関であるARPA（Advanced Research Project 

Agency）が、ネットワークの研究として開始したARPAnetである。しかし、その実態は、こ

のプロジェクトに参加した科学者や技術者のためのネットワークであり、最近では「研究者

たちがネットワークの技術開発資金を得るために、冷戦の恐怖心をうまく利用した」ともい

われている。このように、当初から官による統制がほとんどなく、「利用者がインターネッ

トを支えて来た」という環境が、インターネットが自由に世界中に広がっていくうえでとて

も重要な理由の一つであったと考えられている。やがて世界中の大学の研究者や民間の技術

者、学生などがその開発に携わり、問題が起きた際も自分たちでより使いやすいものへと自

由に開発を進め、世界中で技術者たちが研究をしたものが集まっていくなかで現在のような

インターネットの環境になった。 

 TCP/IP(RFC0896)のようなネットワークシステムの基盤規格なども研究者たちによってつ

くりあげられたものである。これらは、自分たちにとってより便利で、汎用性の高いものを

と、RFC（Request For Comment「コメントを求む」の意）やそれに類するオープンな手法を

活用しながら彼ら利用者によってつくりあげられ、それが採用されてきたものである。その

なかで彼ら自身を総称する「ハッカー」という言葉が生まれ、同時に「ハッカー文化」も育

まれていくことになった。オープンソース・ソフトウェアというソフトウェア開発モデルも

そのハッカー文化のなかから誕生したのである。 

 

(２) RFCに見るガバナンス・モデル 

RFC(http://www.rfc-editor.org/)は、1968年に スティーブ・クローカー（Steve Croker）

が発明したものである。当時のインターネット技術の研究開発は、米国国防総省が資金援助

を行い研究開発活動が推進されたために、研究開発の結果は、広く公開できないことになっ

ていた。しかし、ネットワークの基盤規格の研究では、その結果をいち早く公開し、他所で

同様の研究にかかわる人々に、広くその仕様を検討し、実装作業と普及作業を行う必要があ

った。そこで発案者が「研究成果の公開ではなく、研究成果をより良いものにするために、

他の研究開発者や外部からのコメントを広く募集するためのドキュメントである」という建

前で公開できるRFCを用いた技術仕様の公開という手段がとられた。 



これは偶然にも特定の権力をもった者が決定するのではなく「コメントのお願い」をして、

利用者たちの意見を集積することによってつくりあげていこうとするガバナンスのスタン

スを内包する方法であったが、それは当時の情勢が生んだ必然の方法でもあったのである。

このRFCは、文書化、保存され、現在も広くインターネットを通じて参照することができる

ようになっており、現在では技術的な問題だけではなくネチケット（RFC1855）などの規範

などをまとめることも行われている。 

伝統的な概念や様式などからくるしがらみや、権力による障害にとらわれないこのような

セルフ・ガバナンスの理念は、インターネットの発展に非常に重要な役割を果たしており、

現在でもこの理念は基本的なものとして存在している。それどころか、現在では国境を越え

た統治モデルであるグローバル・ガバナンスの成功例としても引き合いに出されることが少

なくない。 

 

(３) 「ハッカー文化」「フラット化した情報環境」がもたらしたもの 

ハッカーは 1960 年代にマサチューセッツ工科大学において出現した反戦運動の流れのな

かで反体制的な倫理観をもった若者たちをその端緒とする。 

「ハッカー」とは、本来コンピュータを扱うことにおいて非常に高度な技術をもち、シス

テムの仕組みを知って、機能の拡張や困難な制約を打破するなど、知的探求に喜びを感じる

人とされる。「ハッカー＝犯罪者」というのは誤った理解であり、不正アクセスやシステム

の破壊（クラッキング）などの犯罪行為をする者は「クラッカー」称され、両者は区別され

る。これもRFCにて区別がなされている（RFC1983）。彼らにとってインターネットはその知

的好奇心を満足させる格好の玩具となり、同時に彼らはインターネットの開発に多大な貢献

をしている。また、彼らには暗黙の了解とされていた「ハッカー倫理」ともよべる思想があ

った。その内容は「自由であること」を根底とする思想と、インターネットという実世界を

離れた空間においては「人または集団」は「その行いによってのみ」平等に評価されるとい

う理念に根ざすものであった。 

つまりインターネットの中では、「人」であろうが「企業などの集団」であろうが、同列

で評価するということである。これは、前述の相対化を起こすメディアとしてのインターネ

ットがもたらした「フラット化した情報環境」という新しい価値観である。そしてこの価値

観がネットのなかのガバナンス社会を支えているといっても過言ではない。その価値観の導

入を図ることで競争力を強化する企業運営の概念に、第４章でも述べた「ナレッジマネジメ

ント」がある。これは主にネットワークのもつ「情報のフラット化」の機能を活用し、同時

に経営システムとしての「フラット化した情報環境」の構築を図ることで、社員個人のもっ

ている知識を企業全体の知識へと共有化することで、企業での創造性を向上させるための経

営技法といわれており、特にBPRによるパラダイムシフトとセットで総合的に取り組まれる

ことが多い。 

 

(４) 急増するインターネット人口 

 近年のインターネットの普及拡大は、ソフトウェアの進歩やパソコンなどの低価格化と通



信コストの低下によるところが大きい。また、今後のブロードバンド環境の整備や付帯サー

ビスの充実（IPフォンなど）によって、さらなる普及率の上昇も予想される。このようにイ

ンターネットの敷居が非常に低くなることは、技術的知識をそれほどもち合わせていない多

くの人々がインターネットの世界へ参入することも意味している。これらのうち多くの人々

にとってインターネットは、情報検索や電子メールを使った私的コミュニケーションを目的

としたものであり、インターネットを利用したCMCが、コミュニケーション手段として着々

と浸透しつつあることは疑いようがない。 

 先に述べたように、インターネットという双方向性メディアの出現は、これまで情報発信

の術をもたなかった個人に「主体」になる機会をもたらし、与えられたコミュニティを飛び

出すことを可能にした。そして、場所と時間を超えたネットワークのなかで新たな自律的コ

ミュニティの形成が始まっているといわれている。そこでもインターネットのシステムがも

つ特性が良くも悪くも影響している。 

 

(５) 新しいインターネット・コミュニティの誕生 

社会学では、インターネット・コミュニティは旧来のコミュニティ概念と異なる要素があ

るためにコミュニティではないとする意見や、コミュニティの本質の一つは「拘束」である

とし「緩やかな結びつき」であるインターネットのコミュニティはコミュニティではなくた

だの広場だとする意見もある。しかし最近では、都市化が進み地理的な域を縁とするコミュ

ニティが機能を低下させているなかで、より共同性を兼ね備えた集団として「ネット・コミ

ュニティ」がその代替になり得るともいわれている。ハワード・ラインゴールド（Howard 

Rheingold1993=1995）は著書のなかで、「コミュニティが存在するという意識を市民が共通

してもつことによって実際にコミュニティが存在する」というベネディクト・アンダーソン

（Benedict Anderson）の「想像上のコミュニティ」を参考に、想像することで「バーチャ

ル・コミュニティ」が存在するという考えを紹介している。 

インターネットにおけるコミュニティの多くは、その活動基盤を「掲示板」や「BBS

（Bulletin Board System）」と呼ばれる電子掲示板システムに支えられている。これは、

「CGI」（Common Gateway Interface）と呼ばれるスクリプト・プログラムを使うことで実現

される動的なホームページ生成システムの一つで、ブラウザから自由に閲覧と書き込みがで

きるようになっている。ただし、そのアクセスの容易性から興味本位での参加を許容してし

まうため、論争も起きやすい。そのため対立の構造が生まれることもあり、時には感情的な

表現を使い、挑発したりケンカになるなどの「フレイム」と呼ばれる現象がおきる。 

また、このアクセスの容易性は、多くのROM （Read-Only-Member＝読むだけ参加者）の存

在も意味している。当然そこで発言をする者にもROMしている参加形態が結構存在し、多く

のROM参加者が自分の書くものを含めた議論の趨勢を見ている。という認識が働くため、自

身をキャラクターとしたロール・プレイ（役を演じる）を行う感覚に近いものになる。これ

は、インターネットメディアの匿名性も手伝って「ネット人格」というものを発生させる要

因でもある。ちなみに、最近では初心者でも自分の掲示板をもつことができるサービスなど

もあって、一般に日本人の掲示板利用数は世界一とさえいわれている 



その他のインターネット・コミュニティを支えるシステムには、ML（メーリングリスト）

や NG（ニュースグループ）がある。これは、テーマが個別論点集中型に設定されていたり、

参加に何らかの手続きが発生することがあるシステムであるため、自身の趣味などをベース

に情報交換を主体としたものでよく見かけられる。当然、このようなインターネット・コミ

ュニティにおいては主に同じ嗜好をもった者同士による情報交換が中心となるため、そのな

かでの対立構造は生まれにくい。参加登録型の掲示板もこちらに分類される。 

 

(６) 日本語圏最大の掲示板「２ちゃんねる」が示す可能性 

 日本のインターネット・コミュニテ

ィおいて特に有名なのが、最近あちこ

ちで話題になっている巨大匿名掲示板

群「２ちゃんねる（http://2ch.net/）」

である。最近ではマス・メディアで取

りあげられる重大事件に一緒に登場す

ることも多く、ネットの外側でも注目

を集めている。公称１日1,600万アク

セスという数を誇り、現在もっともア

クセスする人の多い「日本語のコミュ

ニティ・サイト」だといわれている。 

 同時に「２ちゃんねる」は、「罵詈雑言の飛び交う無法地帯」とも言われている。これは、

さまざまな事件に登場したり、通常のコミュニティ・サイトより多少乱暴な発言に対して許

容度が高いため、一見してそのような印象を受けやすいからと考えられる。しかし、一見無

法地帯に思える「２ちゃんねる」といえども、「ガイドライン」と呼ばれる法があり、その

ローカルな法に照らして不適切な書き込みには削除依頼を出すことができる。また、場合に

よっては社会の法（実定法）をも呼び出すこともできるようになっているため「許容度の高

さ＝無法地帯」ということではない。ただ、その許容度の高さがそこに流れる膨大な情報量

を招き、それがインターネットというメディアの特性の両極端を見せていると考えられる。 

 たしかに「２ちゃんねる」ではフレイムも多発し、罵倒や書き逃げも横行している。しか

しそれは「２ちゃんねる」に中身がないということを意味するものではなく、それだけコミ

ュニケーションを求める人が多いということの現れでもある。自由な書き込みとその絶対量

から自然と意味ないことを目にすることが多くなってしまうが、意味ある言葉も同時にそこ

にあるのである。一見しただけで、意味ない書き込みしか見いだせないと、ネットはこんな

ものかと思うかもしれない。しかしそれは時間を切り取るメディアである書籍のように単体

で評価した場合の評価でしかない。電子掲示板への書き込みには、必然的に時間が宿ってい

ることを忘れてはならない。時間軸をずっと引き延ばし、俯瞰してその議論をたどることが

できれば違う様相を見いだすことができる。フレイムはいつまでも続くわけでもないし、書

き逃げ行為はその場の議論に参加し続けているものではない。ある程度の時間が経過すれば

議論の続く場所には有効な言葉を置く人たちが残る確率も高く、言葉の密度も上がっていく



ことがわかるようになる。 

 事件的な報道ばかりが目につくなかで、「２ちゃんねる」がコミュニティとしての機能を

示した事例もある。例えば、「白血病治療薬開発プロジェクト」への参加である。これは、

全米癌学会（American Cancer Society）、米国立癌研究財団（National Foundation for Cancer 

Research）、英オックスフォード大学、などによって進められているプロジェクトで、参加

者は特定のチームを組んで、必要なソフトとデータをダウンロードし、パソコンの余剰計算

能力を利用して解析を行い、データの解析結果を同プロジェクトに返信するという仕組みで、

チーム参加が可能になっており、このチームごとの解析結果や参加者数が公開されている。

「２ちゃんねる」では利用者の一人が"team2ch"というチーム名の登録を行い、「２ちゃんね

る」で告知したところ、１日で千名を超える参加者を集め、ついには１万名を越えるという

参加チーム中最大参加者を動員した記録がある。 

 また、アクセス数増大に伴う「２ちゃんねる」閉鎖危機のおりにも、積極性と専門性をも

った利用者が中心になって、通常の商業プロダクトでは考えられないような短時間でプログ

ラムの修正作業をやり遂げたこともある。これらは、組織への帰属意識や、外聞といった束

縛のない匿名のコミュニティでも、特定の目的意識があればその目的を達成することができ

ることを証明している。こうした「２ちゃんねる」で起きた組織的活動から見ても、人々が

議論をする「場」として機能するインターネット上ではその議論のなかからコミュニティが

形成され、やがてコミュニティとしての行為が導き出されうることが証明されている。これ

はインターネット・コミュニティに「市民的公共圏」としての大きな可能性があることも示

唆しているのではないだろうか。 

 

４．市民的公共圏の再生 

(１) 公共圏とは 

 このように発展の様相を見せるインターネット上のコミュニティに、その自律・分散指向

である機能性と、発展過程における合意形成の流れを、１7世紀後半から18世紀にかけての

市民的公共圏成立にだぶらせ、情報ネットワーク社会における市民的公共圏再建の可能性を

見出そうとする動きが最近起こってきている。 

ユルゲン・ハーバーマス（Habermas Jurgen,1994）によると、市民的公共圏の考え方は「古

代ギリシャにあったものが、初期資本主義による商品や情報の流通と発達のなかで、公権力

に対抗するために、公衆として集合した民間人（市民）によって形成された社会的空間であ

る」とされる。具体例として17世紀後半から18世紀にかけてサロン・コーヒーハウス・会

食会などに集った市民たちの議論があげられている。 

そこには共通した３つの制度的基準が設定されている。第１に社会的地位を度外視するよ

うな社交様式や対等性の作法といった「平等性」、第２にそれまで問題なく通用していた領

域を問題化することを前提とし、教会的･国家的権威の解釈にゆだねていた領域を、合理的

相互理解によってその意味を求め、自己言及性をもって議論する「自律性」、第３に財産と

教養をもつ者ならばだれでも参加可能とし、万人の参加に対する可能性をもつ「公開性」で

ある。 



これらの基準にのっとって自由に文芸・演劇・音楽作品が批評され（文芸的公共圏）、や

がてその焦点が政治的問題に移っていった（政治的公共圏）。新聞などのジャーナリズム活

動はこの市民的公共圏から派生したものであるといわれている。また政治的公共圏自体はや

がて議会や政党といった組織へと姿を変えていき、公権力への対抗のための公共圏はジャー

ナリズムから発展したマス・メディア上で展開されることになった。しかしそのマス・メデ

ィアも資本主義社会の発展のなかで資本にとりこまれるとともに、権力者によって情報操作

の手段として監視・統制を受けた。こうして行政・経済システムのなかに組み込まれていっ

たマス・メディアは次第に公開性と公権力への批判的機能を失い、マス・メディア自身も行

政・経済システムに積極的に迎合するとともに、そのコミュニケーション主体としての影響

力の大きさから第４の権力としてその力を振るい、自律性を失っていった。このような公共

圏を「操作的公共圏」という。 

しかし、マス・メディアは財産と教養をもつことを参加資格としていた公共圏の敷居を低

くするという意味では、「公開性」の理念に貢献したともいえる。ただし、実際にはそれによ

って参加資格を得ることになった層の大多数にはマス・メディアの伝える情報に対して議論

を行い、その合理性を判断するための習慣も教養もなく、与えられた情報をそのまま消費す

るのみの「大衆」となった。議論し、世論をつくる「公衆」も衆愚化し、「大衆」に飲み込ま

れていった。マス・メディアがつくりあげ、多数の大衆が支える形になった世論は、こうし

て本来の「公論」とは別のものとなり、市民的公共圏は崩壊し、操作的公共圏として権威の

展開される場へとその姿を変えていくことになった。 

 

(２) インターネットの可能性
「市民的公共圏」とは、前述の３つの規範的概念を制度的基準におき、住民が「大衆」で

はなく、議論する「公衆」として自発的に参加し、自律的・合理的コミュニケーションによ

って「公論」形成をめざす空間であると考えられる。そこで、インターネットの特性から、

市民的公共圏再建の可能性を整理してみる。 

①平等性 

 インターネット空間自体が社会的属性、地位にとらわれないコミュニケーションを許容し

ているメディアであることは、明らかに公共圏の環境として有利である。また、インターネ

ット上における「主体」と「客体」の関係が崩れる相対化現象は、マス・メディアがもって

いた権威を希薄にし、対等関係が生まれることも意味している。 

 しかし、情報格差が顕在化し、情報強者・弱者の関係が現実社会におけるヒエラルヒーと

しての意味をもつことから、その平等性が失われていく危険性もある。これは、インターネ

ットにアクセスする環境が整備されているか？というハード的な格差としても存在するし、

メディアを活用し情報を扱うという個々の能力の格差としても現れてくる。これらによって

インターネット上で議論する人間の評価がなされ、議論に対して影響を及ぼすのであれば、

情報ネットワーク社会における平等性が喪失してしまうことになる。 

②自律性 

 自律性において基礎となるのは、自己言及性をもっているかどうかである。この自己言及



性においては匿名性の行使という選択肢があるが、CMC 中の議論に参加するうえでは、その

自己言及性を守ろうとする意識が働くといえる。このことは、インターネットの形成過程に

おいて、RFC のような合意形成を利用者の議論からくる自己言及性に求めようとしたことか

らもうかがえる。このような合意形成の流れは現在も続いている。また、例にあげた「２ち

ちゃんねる」においても、議論の中では、「ハンドル・ネーム」（固有のニックネーム）を使

い、明確に自己を確定した参加が見受けられる。インターネットにおける自律性はこれらの

合意形成が今後も続くことによって維持されると考えられる。 

 反面、近年、活発なインターネット上での市場経済の形成と経済化が進展することによっ

て、現実社会で一般的に強者とされる企業やマス・メディアなどの存在が、インターネット

上においても発言力を強め、情報強者に成り得る可能性がある。そこで情報の合理性をその

ような情報強者の権威にゆだねてしまうことになれば、これまでのマス・メディア同様にイ

ンターネットも大衆が情報を消費するのみのメディアとして機能することになる。 

 また、平等性が守られている一因でもある匿名性によって生じるであろう弊害についても

留意しなければならない。その弊害が自律性を失わせ、感情的な議論や逸脱した行為の増大

を招く可能性があるからである。これは自律的・合理的コミュニケーションを阻害し、自己

言及性にネガティブな影響を与えるおそれがある。このような行為を行う者の大半は他者に

対しての攻撃に目がいくあまり、自己に対しては無批判になりがちである。そこには自己言

及性など存在せず、それによって阻害されたコミュニケーションにおいても自己言及性は次

第に失われていくことになる。 

③公開性 

 インターネットへアクセスするには、参加資格としてコンピュータ端末を利用する環境が

整っていることが必要である。諸外国においてはこれらの端末は公共の場所にも設置される

ようになってきており、またインターネットへのアクセシビリティの保障を義務づけようと

する動きも活発である。このように利用環境の充実をはかることによって、だれでも同じよ

うにアクセスすることを可能にし、公開性を高めようとする取り組みは進んでいる。インタ

ーネットはシステム的にネットワークとしての公開性が非常に高く、公共圏の範囲をさらに

広げるという意味で広範囲の人々の参加を可能にする。しかし、逸脱した行為、特に犯罪行

為が増大して実社会の生活に支障をきたすようになると、公権力によるネットワークに対す

る監視の強化や、場合によっては規制の働きかけを招く。公権力の過剰な介入は自律性を失

わせるだけではなく、検閲といった行為により公開性に対しても非常に強い影響をもたらす

ことになる。 

 一方では、公共圏への参加資格を単純に切り下げ、万人の参加を許容しようとする行為も

また、市民的公共圏の継続性を危ういものとする可能性をもつことは、先に述べた市民的公

共圏がマス・メディアによって操作的公共圏へと崩壊していった歴史が示すとおりである。

参加資格の単純切り下げによる市民的公共圏の崩壊がインターネットにおいて起こらないと

いう保証はない。むしろ、現代社会では、既にその構成員の大多数が大衆化していることを

考えれば、大衆がインターネットに対して何の意識もなく流入してくれば、必然的に市民的

公共圏の存続を損なう危険性をもつことも考えられる。 



 (３) 行政による社会制度の整備 

 現代社会においては、社会的な基盤となる制度は法によって保障され維持されている。そ

こで、市民的公共圏の確立をサポートするためには情報の流通を妨げず、住民が自律的・合

理的コミュニケーションを行うことを法によって保障することが考えられる。そのためには

表現の自由と個人のプライバシーが守られることが前提となるが、アメリカでの「通信品位

法」や日本での「個人情報保護法案」における表現の自由と法律を巡っての争いがみられた

ことは記憶に新しい。市民的公共圏が公権力に対抗する公論をつくりあげる場として定義さ

れる以上、行政・経済システムの干渉によって公論形成が妨げられることを防ぐためにも、

表現の自由とプライバシーは認められている必要がある。また、万人の参加を認めて、その

空間における情報格差が社会・経済面での格差に直結する以上、行政の責任において「ネッ

トワークを非差別的に、かつ、適正な価格で利用して情報を発信し、また、情報にアクセス

することが保障されなければならない。」これは「情報アクセス権」および「情報発信権」

といわれるもので、情報ネットワーク社会においては新たな基本的人権として位置づけて、

人々が自発的に自律的・合理的コミュニケーションを行うための組織的活動を支援するだけ

の制度を整えることの必要性を訴えるものである。以上のようにインターネットの特性が反

映される可能性を考えれば、歴史的過程のなかでの一状態であった市民的公共圏は、ユルゲ

ン・ハーバーマスのあげた３つの規範的概念を制度的基準として置けるだけの確固たる社会

制度の整備と、住民に対して自発的に議論に参加する公衆であることをサポートする体制を

用意することで、継続性をもった社会的基盤としてインターネットのなかにおいて再建し、

成立させることができると考えられる。 

 

５．地方分権からガバナンス社会へ 

(１) ガバナンス・モデルにおけるインターネットの活用 

 第２章でも触れたが、ガバナンスとは、一般に「公共空間の共同管理」であるとされる。

これまでは、行政がサービス提供「主体」となって携わってきた公共空間の管理運営を、ガ

バナンスのモデルでは、「住民」との共治（パートナーシップ）によって行うために、住民

側への機能付与の推進、これは「分権」ということもできる。このパートナーシップの成立

のためには、「対等・平等であること」、「相互補完の協力関係を築くこと」、「目的を共有す

ること」の３つがあげられる。 

 インターネットを議論のプラットフォーム（場）としてとらえたとき、このようなパート

ナーシップの下で運用できるものに「政策形成」が考えられる。そこではインターネット上

で形成され「公論」を発する力をもったコミュニティのほかに、NPO や NGO などが行政とと

もに「主体」を成して議論しながら政策形成を進める姿が想定される。本当にそのようなこ

とが可能なのかという疑念もあるかもしれないが、その回答として Linux（リナックス）な

どのオープンソース・コミュニティで顕著に見られる「贈与の経済」というインターネット

が育んできた文化の存在が考えられる。 

 エリック・レイモンド（Eric.S.Raymond,1998）は「オープンソース・ソフトの所有権と 



コントロールをめぐる実際の慣習を検討する。そこで明らかになったのは、そうした慣習の

根底にあるのが、哲学者であり自然法理論家でもあったロックの土地保有に関する理論と類

似した、所有権の理論であるということだ。これと関連づけるかたちで、ハッカー文化を「贈

与文化」として分析する。つまりそこの参加者たちは時間とエネルギーと創造性をあげてし

まうことで、名声を競うわけだ。」と分析している。オープンソース・コミュニティのガバ

ナンスでは、情報を出した人に対する尊敬を競い合うという、ある種のゲーム性をもった行

動様式が見られる。そのなかで、商業ソフトウェアと変わらない品質のソフトウェアが現在

も無償で公開されながら開発が続けられている。ここで重要なのは、情報を贈与した場合、

従来の財物とは違い、所有物がゼロにはならないというところである、このような情報の贈

与に付随し、尊敬が集まることがインセンティブとしてはたらき、その行動原理となってい

る。この構造が政策形成の場でも有効に機能するのではないかと考えられている。この現象

は、先に紹介した「２ちゃんねる」のシステム閉鎖危機時にも見られる。このとき「２ちゃ

んねる」の利用者は「危機回避」の目的のため協力しあい、見事にそれを克服することに成

功している。 

 これらのことから、なんらかの目的意識と、発言に対する「手ごたえ」を出して「インセ

ンティブとしての尊敬」を演出することが重要なポイントであり、それが行政の「役割（ロ

ール）」になると考えられる。 

そのためには積極的な行政側からの「議論の場」への参加は必須要件となるだろう。 

 

(２) NPOの役割 

 インターネットはそのシステム的な要素や土壌からNGOやNPOの活動に対する適合性があ

るといえる。実際に多くのNGOやNPOが情報交換・情報発信の手段としてインターネットを

利用しているが、これはインターネットの発展自体がNGOやNPO的な合意形成によって支え

られてきたという土壌を考慮すれば、それが組織活動をするのにふさわしい環境を与えてい

ると理解できる。既存の国家の枠組みを超えて広がるインターネットでは、情報交換や情報

発信の範囲も世界が対象であり、こういった組織活動において有効に活用される。今後もNGO

やNPOが中心になった合意形成は頻繁に行われ、社会に対して発言力を発揮していくことが

考えられる。 

 

(３) ガバナンス・モデル内における自治体の役割 

今後の地方自治の流れはローカル・ガバナンスの確立にむかって推移していくことが予想

される。そのなかでの自治体の役割には、行政サービス提供の「主体」の一つを担うことが

あげられる。この場合、税金を財源とする以上、ほかの「サービス提供主体」と比較する目

が厳しいものになることは想像に難くない。したがって住民に納得のいくプロフェッショナ

ルとしての仕事がより要求されることになるであろう。 

もう一つは、先にも述べたように政策形成過程において積極的な議論をする「個」として

の参加と、その「場」におけるコーディネーターとしての力量が試されることが予想される。

言い方を変えれば、政策形成に際して主導権をもちうることができるか、ということでもあ



る。民間のエネルギーが優位に立ち、行政を調整役として従えるのか、あるいは行政がコミ

ュニティを誘導し、保護する関係に立つかのどちらかである。 

これまでのように中央集権型の行政運営のもとでは、国から与えられた仕事をこなしてい

るだけでよかったが、「地方分権一括法」が制定され、ガバナンスの概念が普及しつつある

今、自治体にはこれからのビジョンを地域社会に示す能力が問われることになるのではない

だろうか。 

 

(４) 自治体の課題 

 現時点で地域の行政サービスに関する情報とノウハウ（運用方法）を一番多く保持してい

るのは自治体である。しかし、近年の情報公開の推進によって「情報」面における民間との

較差は薄れつつある。また、サービスの知識などについても、生業で専門に行っている者と

の差が大きいといい切るのもむつかしい。このように「情報・知識」面での民間との較差は

ほとんどない。では、すぐにでも地域経営においてガバナンス・モデルを適用できるのかと

いえば、そうもいかない。現実には地域経営におけるガバナンス・モデル（ローカル・ガバ

ナンス）を支える組織やコミュニティは、その萌芽の段階であり「主体」となるほどの力を

もっている組織は少ない。真の住民自治や地域経営を進めるためにもこれらの組織を「主体」

へと育成する取り組みが必要であろう。また、公平で質の高いサービスのためにはそれらの

組織やコミュニティの力を調整し、適正に運用されるようマネジメントする能力も必要にな

ってくるであろう。そのためにも現状の行政組織内マネジメントのノウハウを磨いておく必

要がある。つまり、どれだけ効率良く質の高い行政サービスを運営することができるかとい

うノウハウの蓄積が、これからの行政の課題であるともいえる。 

 また、これまで見てきたように、コミュニケーションのフラット化、NGO や NPO 的合意形

成の流れは、既存の社会での年齢、性別、社会的地位や地理的条件を無視した新たなコミュ

ニケーション・ネットワークの形成を容易なものとする。この新たなネットワークが、時に

個人が生活範囲を閉塞的なものから新たな方向へむかわせることがあるという点を考えた

場合、行政参加への新しいチャンネルとしての大きな可能性でもある。今後、多くの住民に、

なかでも次の時代を担う若い層に行政運営への参画を促すためにも情報化社会への取り組

みとコミュニティの育成は大きな課題である。 

 これらの課題に取り組むためには、当然、情報化した社会に柔軟な対応ができる組織へす

るためのBPRは避けられないだろう。中央集権型の政策運営に特化してきた組織は既に老朽

化した組織が見せる縦割り構造と業務内容の硬直化を起こしていることは第３章でも述べ

た。そのためにも第４章で述べたNPMのような「地域経営を行う」意識への転換が必要であ

る。それは、情報化社会への対応という側面からみても同じである。行政には多くの企業に

おいて、市場の変化に合わせたBPRへの取り組みが行われている現実からもっと多くを学ぶ

べきである。 

 

(５) 電子自治体に求められる職員のスキル 

組織の「ネットワーク社会への対応」のためにBPRが必要になるということは、「仕事の



やり方」が「ネットワーク活用」を前提としたものに変わっていくことを意味している。は

じめに手をつけられるのは、業務判断の高速化のための情報共有基盤の実装とそれに伴う権

限の委譲である。そこで職員に必要になってくるスキルはメディアリテラシーであろう。こ

れはメディアの機能をどのように理解し、情報をどのように扱うかという根本的な能力であ

る。つまり、今後の自治体の職員には、端末の扱い方だけではなく、情報の扱い方までを含

む全体的なスキルが求められる。また、自治体が各コミュニティと対話する場面において、

それを担うのは権限委譲されたそれぞれの職員である。そこで必要となるのは、一般教養と

しての社会学や社会心理学におけるコミュニティや公論形成のメカニズムの心得と、コーデ

ィネーターやファシリテーターとしての能力だと考えられる。現在これらの取り組みはまだ

その端緒についたばかりであり、個性的な取り組みが進んでいる各自治体もあるが、今後の

動向が注目される。

 

６．まとめ 

地方分権や市町村合併、NPO や NGO の台頭など、ガバナンス・モデルを志向した社会構造へ

の流れも生まれつつある。今後、自治体を取り巻くITを起爆剤にした情報ネットワー社会への

社会構造の変化はますます激しくなってくることが予想される。

先にこの波に飲み込まれた多くの企業の例が示すように、硬直化した組織構造でその動きに

対応していくことは困難である。変化が早くなった社会情勢に対応するためには情報環境のフ

ラット化と権限委譲を実施し、組織としての意思決定能力を質、速度の両面で向上させる必要

がある。それには組織としてのIT武装とそれを効率よく活用できる組織構造の構築が課題にな

ってくる。いわゆるBPRである。また、ITの活用は組織の機能強化だけではなく、これまで述

べてきたように住民とのコミュニケーションにおいても有効な道具となることも忘れてはなら

ない。

このとき注意すべきは、手段が目的になってしまわないようにすることである。例えば、庁

内におけるグループウェアやホームページに設置する電子掲示板でその現象が顕著に見られる。

本来、それらは「使う」ために購入され、設置されるべきものであるはずが、その購入や設置

が目的になってしまい、「買ったけど、設置したけど」活用が進まないことが多い。原因はBPR

への認識不足と職員のメディアリテラシーへの配慮不足である。それは同時に企画能力、政策

能力の欠如も表している。

 これは、今、自治体がITを活用するためにまず取り組むべき課題は職員のメディアリテラシ

ーの向上と、BPR を完遂できる企画政策能力を身に付けることである。そのうえで、はじめて

自治体がこれからの情報ネットワーク社会において、自らの価値を住民に訴求していくことが

できるようになるのではないだろうか。 





第６章 電子行政サービスの構築と運用 
 

 第５章で述べたように、電子自治体の実現にむけての IT 戦略は重要な課題であるが、満

足のいくようなシステムを構築・運用している自治体はまだ少ない。そんななか IT を積極

的に活用しようと取り組んでいる自治体がある。この章では、それらの自治体の事例から、

今後のあるべき広報広聴活動の姿について考察したい。 

 

１．電子自治体への先駆的取り組み 

(１) “お役所仕事”からの脱却 

はじめに「住民の目線に立つ」ことを基本姿勢に、情報システムの活用でいわゆる“お

役所仕事”のイメージを覆す「360＋５情報サポート」などの行政サービスを実施してい

る千葉県市川市の事例を見てみたい。 

同市が電子自治体に取り組んでいる基本的な柱は二つある。一つは生活者の視点から、

行政サービスをもっと向上させることであり、しかもそのサービスは住民一人ひとりの

ニーズや地域・状況にふさわしいものをめざしているという。二つは、自治体の役割を

行政サービスするだけではなく、地域経営をするコーディネーターとしてとらえ、住民

がもっといろいろな活動ができるよう、率先してその環境づくりに努めることである。 

二つの柱を実現するには、何よりも情報や人と人とのネットワーク、技術・業務改革

が必要である。このような BPR の視点のもとに、同市では平成 10 年から電子自治体への

取り組みをスタートさせた。 

 

(２) コンビニの活用で「いつでも」「どこでも」「だれでも」利用 

この取り組みの中で特に目立っているのが、平成 12 年に開始された「360＋５情報サ

ポート」である。このサービスは首都圏（東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県）にある

約 1,400 店のコンビニエンスストア（コンビニ）と同市の情報センターをつなぎ、地域

の施設案内や行事情報を見たり、テニスコートなどの施設を予約したりできるものであ

る。サービスの名称には「どこからでも、だれでも（360 度）」「いつでも（365 日）」受

けられるサービスを提供しようという同市の思いが込められているという。 

もともと市川市では平成９年から、市役所に電話で申し込めば住民票をコンビニでも

受け取ることができるというサービスが実施されていた。そのため、会社や家の近くに

あって、24 時間営業をしているところが多く、文字通り非常に便利なコンビニを行政サ

ービスの提供窓口として利用する「360＋５情報サポート」のアイデアはその延長線上に

出てきたものといえる。 

コンビニに着目したのは何も「便利さ」だけではない。同サービスの考案者である井

堀幹夫さん（企画部情報システム課長）は、「コンビニ店のネットワークは、災害に非常

に強いということです。阪神淡路大震災の時には、大混乱するなかにありながら、現地

のコンビニ店には、いろいろな物資が届けられていたのです。情報も集積され、コンビ

ニの物流やネットワークを行政で、ぜひ使おうと思ったのです」と話す。 



また同市内には、酒屋や八百屋からコンビニ店に変わったところがあり「そういう店

の方たちは口をそろえて、『コンビニになってから、地域の人たちとのつながりが全くな

くなってしまった。それが少し寂しい』とおっしゃいます。何か行政サービスのかたち

で関われば、地域のなかで自分たちの存在感を保つことができるのではないかという意

識の高いコンビニの人たちにとっても、行政サービスを提供することは意味をもってい

るわけです」と井堀さんは分析する (おおさか市町村職員研修研究センター,2002）。 

 

(３) 「いちかわ情報プラザ」で新たな可能性を 

平成 14 年５月にオープンした「いち

かわ情報プラザ」（地下１階地上６階

建て、延べ床面積約 3700 ㎡）は、市川

市が土地を提供し、建物は経済産業省

が 10 億円かけて建設した。同プラザに

は市役所の窓口だけでなく、市民組織

や民間企業、第３セクターが入居し、

お互いに協力しながら事業の達成をめ

ざすというビジネス支援の機能がある。

実際、建築や web デザイン、出版、福

祉の仕事など、さまざまな業種が協力し合っている。また、1 階にはインターネットの

利用ができる喫茶店やバーがあるので、いろいろな人たちが集まる交流の場としても利

用されている。 

情報ネットワーク社会において NPO の役割の重要性については第５章でも述べたが、

こうした NPO の育成とその活動を積極支援する取り組みの一つとして、同プラザの運営

管理をまちづくりやビジネス支援の活動を進めている市民組織である NPO 法人「いちか

わライフネットワーククラブ」（理事長：井関利明･千葉商科大学政策情報学部長）にゆ

だねている。このように国の施設を NPO に任せるような形態は、全国でも初めてのこと

だという。同クラブには千葉商科大学をはじめ、地元大手企業の社長や自治会長、青年

会議所のメンバー、市役所助役など、地域を構成する産官学民さまざまな立場の人々が

参加している。同クラブは同プラザを拠点に、市川市とその周辺地域に関連する情報の

収集･提供や SOHO 事業者の支援･育成、地域のまちづくり活動に携わる人材育成や組織の

活性化のサポートなどを目的に活動している｡ 

なかでもボランティアやビジネスなど、地域に存在するあらゆる分野からの情報を集

積した「地域データベース」の構築にむけた活動が注目されている。これは地域をコミ

ュニティ・ビジネスという視点でとらえ直し、自治体が蓄積してきた情報に「人材」｢特

技｣などのリソース系データ、「仕事がしたい」「こんなことができる（したい）」「教えて

ほしい」といったニーズ系データを加え、マッチングさせていくことができれば、ほか

に類を見ないデータベースになるのではないかという期待が寄せられている。また、ほ



かにも同プラザを地域のコミュニティ活性化のスペースセンターやヘルプセンターとし

て、もっといろいろな人たちが利用できる場にしていきたいと同クラブでは考えている。 

 

(４) 人づくりをしながら情報化を推進 

住民サイドに立ったサービスを IT 活用で効率良く実現するため、市川市では人材の育

成にも力を入れてきた。平成 10 年には庁内に「情報化推進アドバイザー」という制度を

つくり、職員のなかで毎年 25 名ずつ情報化のスペシャリストを養成している。これらの

職員が中心となり、各職場で IT の積極的な活用を行うなど専門家として機能している。 

また一方では、市民サポーターとしても約 400 名の住民の登録があり、IT 講習会でイ

ンストラクターなどを務めてもらっている。同市では、これを「住民に地域やまちづく

りに対して何ができるのかを考えてもらう」きっかけづくりの一環としてとらえている。

 

２．電子コミュニケーション実現への模索

(１) ホームページの活用 

市川市は単に「電子自治体」の先駆的な例というだけでなく、地域の人材を生かし、

NPO との協働という新境地も開拓した好例である。 

とはいえ、自治体におけるコミュニケーションを活性化させるための IT の活用はまだ

まだ発展途上にあるといえよう。それでも、電子自治体への第１ステップとして取り組

みやすいからか、あるいは「IT 革命」と叫ばれた時代の産物なのか、ホームページを開

設している自治体は多い。社団法人日本広報協会が平成 13 年 12 月末時点で行った「市

区町村広報広聴活動調査」によると、約 90％の自治体がホームページを開設しており、

前年の同調査の 74.3％から大幅にアップしている。 

その中身はというと「自治体要覧」的なものから「観光情報」に重きを置いたものな

ど多種多様である。また、同調査によると広報広聴担当課がホームページを担当してい

る自治体は 62.1％を占め、ここ数年その割合は増加傾向にある。しかし、これは多くの

自治体がインターネットをホームページという広報メディアとしての側面のみに注目し、

活用し始めているということでしかない。第５章で述べたように、インターネットの特

性（双方向性、即時性など）に着目し、これまでにない広聴メディアとしても機能する

ことを十分に理解したうえでコンテンツ（情報内容）精査ができているかが問題である。 

住民が自治体からの情報に対して意見を発信する、自治体が住民の声を聞いてそれに

答える、といったやりとり（コミュニケーション）を当事者間だけでなく、第三者も見

ることができ、さらにはそこに加わることもできる。そして何よりもそこでコミュニテ

ィが形成されうることが可能な「電子掲示板」あるいは「電子会議室」と呼ばれるもの

が、私たちのテーマにおいて有効なコンテンツとしてあげられるのではないだろうか。

(２) 電子会議室で住民と行政、住民同士のコミュニケーションを 

実際、住民と行政、あるいは住民同士のコミュニケーションを図るうえで、電子掲示

板や電子会議室を活用している自治体も増えており、前記の調査ではホームページを開



設している自治体の約26％が設置していると答えている。

そこで今回、この「電子会議室」を含むインターネットを活用した事業で、平成10年

に「日経インターネットアワード」の自治体部門で地域活性化センター賞、同12年には

優良情報化団体自治大臣表彰（地域情報化部門）、また同14年には地方公共団体情報化職

員等表彰・特別表彰を受賞するなど、高い評価を受けている神奈川県藤沢市を対象に視

察を行ったので、その成果を紹介したい。

同市では、早い時期から市民参加

による市政の推進に努めており、特

に昭和56年度から平成８年度の16年

間にわたって開催してきた「地区市

民集会」には、１千950名の市民が運

営委員として参加し、延べ４万２千

名の声が市政に寄せられた。「この

ような話し合いを積み重ねることに

より、まちづくりを自分たちの問題

としてとらえ、行政に要望すること

だけではなく、自分たちでできることは、自分たちで解決していこうという気運も高ま

ってきたようです」と「電子会議室」を担当する金子隆さん（市民自治部市民自治推進

課主査）は話す。

これらの成果を基盤にしつつ、平成７年に発生した阪神・淡路大震災を契機としたボ

ランティアネットワークなどの地域の情報化に対する必要性の高まりと、インターネッ

トの急速な普及を背景にして、「新しい市民参加システムの構築」と「コミュニティ形成」

をめざし、同９年に「電縁都市ふじさわ 市民電子会議室」が開設された。

また同市では同時期に、新しい市民提案システム「くらし･まちづくり会議」も始めた。

こちらはインターネットを使うのではなく、市内13地区に設置された運営委員会（委員

は公募や地区推薦で選出される。各地区20名程度）が中心となり、従来通りのフェイス･

トゥ･フェイスの会議方式で、その地区ごとにテーマを決め、住民同士で話し合いをする

というものである。

(３) 産･学･官、市民共同で実験を実施 

電子会議室の開設にあたり、そのシステムづくりの研究が地元の慶應義塾大学湘南藤

沢キャンパス（SFC）との共同で平成８年６月から始められた。同年９月には「市民電子

会議室の実験」が企画され、基本的な運営などについて検討するため、公募による市民･

団体の代表、(財)藤沢市産業振興財団（産業センター）も加えたプロジェクトを設置、

同 13 年３月末まで、以下のような３段階にわたる実験が実施された。 

電子会議室専用ソフトウェアが導入された平成９年２月が「実験第１段階」であり、

この段階では、課題の洗い出しや制度･体制などの解決策の検討、運営ノウハウの習得、

ソフト･ハードなどのシステムの検討が行われた。続いて同年７月からの「実験第２段階」



では、運営委員会を公募･組織し、世話人などを設置するなど役割分担の確立、実施要領

やルールなどの制定、市政への反映方法の構築などの仕組みづくりを中心に行われた。

同 11 年６月からの「実験第３段階」では、参加者の増加を念頭に置きつつ、インターフ

ェイスの充実したツールとするため、ソフトウェアが更新された。このようにソフト、

ハードともシステムが安定してくるなかで実験から本格稼働への移行が検討され、同 13

年４月、頭の「実験」という文字が取り去られ本格的な開始に至った。 

このような実験を進めるうえでの藤沢市の基本的な考え方は、インターネットを手軽

な情報発信手段としてではなく、コミュニティのあり方を根底から革新する可能性のあ

るメディアとしてとらえるということであった。また、開設までのプロセスを市民と協

働して行うことで、常に市民の当事者意識の維持に留意しながら、開かれた市政にふさ

わしいシステムの構築がめざされたのである。 

 

(４) コミュニケーションするにはまず信頼関係を 

藤沢市の市民電子会議室には、

ネットワーク上のコミュニティ形

成を目的に、市民が自由に開設で

きる「市民エリア会議室」（78 室、

平成 14 年 10 月現在）、運営委員

会がテーマを決定し、市が開設す

る「市役所エリア会議室」（21 室、

同）がある。 

市役所エリア会議室では、参加

者同士で議論を進め、合意形成さ

れた段階で運営委員会がとりまと

め、市に提案できる仕組みになっている。「決して市政への提案を強要するのではなく、

まとまったら出してくださいというスタンスです。また、従来の電話などによる相談や

陳情を『個人広聴』としてとらえるのに対し、電子会議室から出された提案は『集団広

聴』であると認識しています」とは前出の金子さんの話である。 

これまでに運営委員会から提案書が出されたのは４回、その反映度は約６割強だとい

う。また提案書とは別に、特定のテーマで議論が行われ、計画策定へ意見が反映された

最近の例として、「市民活動の総合的支援策（推進センター等）検討」に関する電子会

議室（平成 12 年 10 月～同 13 年９月開設）から出された意見により、当初の計画を変更

して市民活動推進センター（同 13 年 12 月オープン）のバリアフリー化を進めた例など

がある。その「自分たちの声が届く」プロセスがすべて見えるのもこの電子会議室の利

点であり、「一方的にいっても行政は動かない」というイメージを払拭し、行政と住民

の信頼関係を築くことにもなる。 

 

(５) 本格稼働に伴う職員の対応能力アップ 



議論を活性化し、提案を充実させるためには、その議論に沿った行政情報の提供が不

可欠である。そのため、必然的に市の職員も同じ議論のテーブルについているという姿

勢と体制が必要になる。 

そこで職員の対応能力を高めるため、藤沢市では研修に力を入れている。電子会議室

の運用法から情報提供の仕方などをしっかり身につけられるよう、講習会を定期的に実

施している。また、情報共有や発言練習の場として職員専用の電子会議室を開設したり、

ときには各職場へ出向く「職場研修会への出張講座」も実施したりしている。パソコン

に、いわゆる“拒絶反応”を起こしそうな職員に対しては、できるだけ短くて易しい講

習会を別枠として設けるケースもある（これは人事の研修担当を経験されたことのある

金子さんのアイデアだと思われる）。 

そのほか、情報源の充実という観点から課内の啓発や技術的なフォローを行う「IT 推

進リーダー」（藤沢市の IT 推進体制において、各課長を「コンピュータ利用管理者」と

し、この管理者が選任した職員）を活用し、平成 14 年４月には１課１ホームページを実

現させた。さらには、公募によって集まった若手職員 18 名からなるワーキング･グルー

プを組織し、「ネットスキルの向上」「市民と行政、市民間のコーディネーターの必要

性」など具体的なテーマで研究を行っている。同グループの意見は『職員対応マニュア

ル』の作成にも採用されており、マニュアル自体をより効果的な内容にするため、随時

改訂されている。 

金子さんは「こうした取り組みにより、庁内の情報提供の体制はほぼ整いつつあると

思います。しかし、市民からはよりきめ細やかな情報の提供、レスポンスのスピードア

ップが求められていますので、今後も引き続き対応マニュアルや研修などの充実を図っ

ていきたいと思います」と語る。 

 

(６) 新しいコミュニティの成立「市民エリア会議室」 

「電子会議室の運営」というと、

オンラインだけの活動に思われがち

だが、藤沢市では実際に顔を合わせ

るオフラインでの活動が重要視され

ている。例えば、参加者同士の交流

会や市民エリア会議室開設者懇談会、

市民まつりでのブース出店による電

子会議室の PR などである。 

特に市民エリア会議室での活動は

顕著であり、電子会議室内だけでの

情報交換にとどまらず、実際に話題

になっている現場（図書館やゴミ焼却場、鵠沼プールガーデンなど）を見ながら現地意

見交換会を行うなど、活動範囲も広がりを見せている。例えば、電子会議室「バリアフ

リーを考える」では現在、市内を歩きまわり「バリアフリーマップ」作りに取り組んで



いる。そのプロセスも公開されており、その内容からも「問題解決力のあるコミュニテ

ィ」へと飛躍を見せる、コミュニティ･システムとしての市民エリア会議室の様子がうか

がえる。「電子会議室は思っていた以上に市民と行政、市民と市民間のコミュニケーシ

ョンの活性化に効果がありました。なかには今回のような『バリアフリーマップを作る

会』といった市民活動団体へと発展するケースが出てくるなど、市民の意識の高さをあ

らためて再認識できました」と金子さんは話す。 

 

３．電子会議室 ―その光と影―

(１) 電子会議室の危うさを認識することも必要 

このようにコミュニケーション･ツールとしてだけでなく、コミュニティ形成にも実効

性を示しつつある電子会議室ではあるが、危うさを兼ね備えているのも事実である。 

兵庫県篠山市のホームページ「超お役所サイト 丹波篠山へのいざない」は、平成 12

年には全国広報コンクール（社団法人日本広報協会主催）で準特選、同 13 年には「日経

インターネットアワード」の自治体･教育部門で日経新聞社賞を受賞するなど、高い評価

を受けている。電子会議室や電子掲示板も設置しており、そこでは活発な情報交換など

が行われていた。 

しかし、平成 14 年６月 12 日に同市で起こった水道異物混入事件以来、同掲示板内に

は市への批判的な書き込みが集中した。なかには非常識･不見識な書き込みも見受けられ、

同市は電子掲示板の一時閉鎖を余儀なくされた。その後、電子掲示板に関するアンケー

トを実施（平成 14 年６月 25 日～８月９日）するなど検討を重ね、多くの人が再開を望

んでいたことから、実在確認のためのメールアドレス公開･非公開の選択など、試行錯誤

的な運用を含んだかたちで同年８月 13 日に新規の電子掲示板が開設された。 

 

(２) 試される行政の役割と責任能力 

地域情報化や電子自治体づくりに積極的に取り組んでいる岡山市のような事例もある。

同市がホームページ上に開設した電子掲示板に、他人の誹謗中傷や不当な差別を助長す

るなどの有害情報の書き込みを禁止し、そのような情報を書き込んだ場合は５万円以下

の過料を科すという「岡山市電子掲示板に係る有害情報の記録行為禁止に関する条例」

が平成 14 年５月１日に施行されたのである。 

同条例では９種類の有害情報を規定しており、それらに該当すると思われる書き込み

を発見した場合、電子掲示板の休止または一時的な閲覧防止措置をとるとともに「有害

情報判定会議」（人権同和啓発課長、広報課長ら各課長クラスからなる）が招集される。

同会議で「有害情報」と認定された場合、その情報を削除し、削除理由を電子掲示板に

明示することになっている。一方、書き込みを行った者の「表現の自由」を確保するた

め、同条例には削除された情報の復帰を求める制度も設けられている。 

同市人権同和啓発課長補佐の小川雅史さんは同条例について「開設した掲示板を休止

したり、閉鎖したりするのは簡単なことだと思います。また、なにも条例までつくらな

くても有害情報を削除することはできます。むしろ、条例などないほうが管理は楽かも



しれません。しかし、それではいつまでたっても書き込みと削除という、その繰り返し

になってしまいます。このままでは、人権意識も育ちません」と述べている（日本広報

協会,2002）。 

藤沢市では世話人が参加者の発言すべてをチェックし、問題発言などルール違反があ

った場合、その発言を削除できることになっている。以前、市民エリアで病院を特定で

きるような内容で非難めいた書き込みがあった際、発言者に注意するとともに削除を求

め、本人に書き込みを削除、発言し直してもらったことがあったという。しかし、職権

で書き込みが削除されたケースは一度もない。また、前出の藤沢市の金子さんの話では

「電子会議室をのぞいていて、判断のつきにくい“灰色”の書き込みがあると、ほかの

参加者からその意見をたしなめるような書き込みがされるんです。で、その話はそれ以

上エスカレートすることがないので、世話人たちが出ていく必要さえないケースもあり

ます」ということである。 

 

(３) 電子会議室成功のキーワードは何？ 

ここで篠山市のケースをもう一度見てみたい。さきほども述べた「電子掲示板に関す

るアンケート」の自由記述欄には次のような意見も寄せられていた(一部省略あり)。 

意見Ａ：「篠山が市政を引いて確か３年目？市民となってその本意が試されるチャンス

だったのではないかと思います。『市民』とは単にその市に住む民ではなく、もっとシ

ビアなものを意味しています。掲示板への書き込みは多くの『私民』からのものだった

のではなかったか、『公民』としての『市民』の書き込みが少なかった篠山市民が早く

『市民』として目覚めていくためにも掲示板の閉鎖は残念でした。」 

意見Ｂ：「管理者と利用者が協力して、育てていくような雰囲気になったら良いなと思

っています。利用者にも掲示板の秩序を守るお手伝いはできると思います。明確な使命

を与えられたアシスタントボランティアを設置しても良いと思います。これからますま

す多くなる電脳市民のために、掲示板の利用マナーを身に付ける際のお手本となるよう

な掲示板、そして、自由な意見交換や質疑応答ができる掲示板の再開を切に望みます。」 

これら二つの意見から導き出されるのは、市民が電子掲示板にもつ期待の大きさを十

分に市が把握していなかったのではないかということと、それより何よりコミュニケー

ションするうえでの信頼関係において、市自体が市民を信頼していなかったのではない

かということである。異常な状態になっていたのは確かだが、そのなかでも市は冷静に

判断し、本当に不適切な書き込みは管理者としての責任において削除するという手段を

とるべきだったのではないか。そして上記のような意見をもつ市民に、ある程度任せて

おく方が、電子掲示板の可能性（新たなコミュニティの創出）を引き出すことができた

のではないか。 

もちろん、その間行政は傍観しているだけではいけない。積極的に電子会議室･電子掲

示板に参加し、住民の立場に立った情報の出し方が求められる。また書き込みされた意

見に対して、そのつど情報提供する必要もある。このような姿勢をとることで住民の意

識も変わり、非常識･不見識な書き込みも減るのではないだろうか。あるいはそうするこ



とで、岡山市のように条例をつくる必要はなくなるのかもしれない。 

篠山市では約１カ月半の閉鎖期間中、利用者の声を広く聞き、今回の事件を教訓に新

たに電子掲示板利用に関するガイドラインを作成するなどの準備を進め、再開にこぎつ

けることができた。しかし愛知県のある自治体では、平成 14 年８月１日に電子掲示板を

休止したままで、現在も再開のめどがついていないという。それどころか休止に至るま

での経緯を説明した「掲示板の休止について」までもホームページ上から削除された。 

ここで、あらためて藤沢市における成功を導き出している巧みなシステム構成と運用

方法を分析してみたい。まず、先にも述べたように構築の前段階からの市民参画による

当事者意識の共有があげられる。これは、多くの自治体がないがしろにしている取り組

みではないだろうか。さらに、分裂化してフレイムになりやすいネット議論を収束させ

るためのテーマ別会議室の設置もうまいやり方だといえる。 

そして第５章でも述べたように電子掲示板が「劇場型」であることを利用したいくつ

かの演出があげられる。一つは「世話人制度」という管理運営のロール（役割）を行政

から分離し、制度化することで、電子会議室上では行政も同じテーブルにつく一参加者

として認識されやすくなる。これは行政対住民の対立意識が生まれにくくするのに一役

買っていると考えられる。また、発言参加登録制度によって発言に対する一定の責任意

識の自覚を促し、「拍手システム」によっては自分の発言が他人に見られていることを

認識しにくい初心者にも、その自覚を促すのに効果をあげていると思われる。 

そのほか、常に行政からの発言が見られる「市役所エリア」の存在も、電子掲示板に

対する行政のプライオリティの高さをアピールすることに貢献しており、ひいては、参

加者に一定の自覚を促す効果を与えていると思われる。これら住民心理を配慮した取り

組みがあってはじめて、同市の電子会議室は成功しているといえるのではないだろうか。 

 

(４) 今後の課題 ―静から動へ、情報発信が重要― 

さて、藤沢市では前出のワーキング･グループ内から「課ごとにスポークスマン的なも

のをつくってはどうか」という意見も出され、現在も研究が続けられている。そこには

電子会議室を含むホームページを「せっかく１課１ホームページを実現させたのだから、

開いているだけではだめ。行政の役割を明確にし、積極的な情報発信をしなくては」と

いう職員の強い意思が見える。 

金子さんは「市役所エリアの利用（発言９件･閲覧 111 件／１日、平成 14 年 10 月現在）

が市民エリア（発言 29 件･閲覧 348 件／１日、同月現在）に比べると低迷しているので、

参加者の拡大を図るための PR 活動を図ることや、電子会議室での日々の発言を各課が把

握し、全庁を通じて情報収集･発信の場として活用を図り、職員の積極的な参加を推進す

ることなど、課題はまだ山積みです」と語る反面、「今後は市民に計画策定の過程でも

っと参加してもらえる、開かれた市政をめざしていきたい」とこれからの電子会議室の

可能性を見据える。「住民に対する情報発信の姿勢」と「行政･住民間の情報共有」が充

実すれば、そのような電子会議室の運営（＝住民とのコミュニケーション）は可能であ

ろう。 



 

５．まとめ

市川、藤沢の両市は、行政がすべてを行って IT 戦略を成功させたわけではない。行政を

はじめ、コミュニティを構成している企業や大学、住民のそれぞれに役割を担ってもらい、

地域全体で取り組んだ結果といえよう。もちろん、行政はその役割のなかで職員の意識改

革や情報化へのスキルアップといった責任を果たしている。 

だが、すべての人が IT に精通していたり、その環境が整っているわけではない。極端な

話、ホームページを見ることさえできない人もいるので、何でも IT に任せるのは危険では

ないか。あくまでも「ツールの一つである」という認識を私たちは忘れてはいけない（も

ちろん市川、藤沢の両市ではこのことを十分認識している）。また「情報を知らせよう、

声をしっかり聴こう」という姿勢は何も IT に限った話ではなく「全庁的にいかにして取り

組むか」が課題であるということも付け加えておく。 





第７章 自治体に求められるコミュニケーション

第 2章で述べたように、自治体を取り巻く環境は急速に変化しており、自治体の抱える
問題とそれに伴う課題もさまざまな広がりをみせ、コミュニケーションの重要性が再認識

されている。

１．コミュニケーションの必要性とは

例えば、公害や環境関連でいえば、河口堰やダム建設の公共事業の問題があげられる。

技術面のみによって解決しようとする一方的な考え方が事業を硬直化させてきたのは明ら

かである。そこには住民の立場から物事を考える視点が抜けていたという反省が認められ

る。関係者のなかには計画の初期段階から地域住民を含めた徹底的なコミュニケーション

を図ることが望ましかったのではないかという声もあがっている。最近では廃棄物焼却炉

の建設や最終処分場の建設事業をめぐって、事前に関係者間でのコミュニケーションを通

じて、そこで繰り広げられた意見を取り入れ事業に反映することが、環境汚染などの未然

の防止につながるとの考え方もあり、行政と住民のコミュニケーションは欠くことのでき

ない要素の一つと考えられる。

２．行政におけるコミュニケーションの意義

私たちの生活環境には、住民、企業、NPO、地縁型コミュニティなどの組織が存在し、そ

れぞれが存在価値をもって地域社会を構成している。そのようななかで、行政におけるコ

ミュニケーションは、それらの組織との協働により自治そのものを改革する原動力となる

ものでなければならず、その機能と役割は次の 3点に集約される。①住民満足度の把握と
向上、②地域における社会的合意の円滑な形成、③自治に携わる者の意識改革である。こ

れは、昭和 40 年代ごろまでみられた、住民が都市生活を営むために必要最小限とされる
行政水準達成型のシビルミニマム行政が、ある程度の生活の豊かさが実現されたことによ

り、「物の豊かさ」から「心の豊かさ」を求める時代へと住民のニーズが急速に変化してい

ることを受け、本来あるべき国や自治体の姿が改めて問われている現状を反映したものと

考えられる。物のない時代に行政が公共性を独占した結果、住民の行政に対する依存体質

をもたらし、物が充足し、多様性と選択性が要求される現在においても同様な状態で続い

ている。しかしながら、経済情勢の悪化により自治体の財源も枯渇している現状では、す

べての住民ニーズを満たすことは不可能である。このような情勢のなかで、行政には、そ

の施策の方向性や行政サービスが本当に地域住民のニーズに合致しているか、さらには効

果的・効率的な提供が行われているかなどを把握する必要が生じてきている。今まさに行

政サービスにおける行政の役割とは何かをもう一度考え直す時期に直面しているといえる。

その回答の一つが住民参加や住民自治の推進である。特に地域づくり・まちづくりに際

しては、行政が保有する、というよりも本来はお預かりしている情報を誰もが見られるよ

うにテーブルの上に並べ、きちんと説明も加えることが必要となってくる。それがあって

こそはじめて住民とともに知識を結集させ社会的合意を円滑に形成していくことができる



のである。つまり、住民にも行政の責任を担っていただくという「権限移譲」であるとも

いえる。そのためには必要な情報の提供が前提条件になることを忘れてはならない。この

ようなかたちで進められる行政サービスの現場における住民と行政との接触が、双方にそ

れぞれの社会的存在意義を再確認する機会を与えるとともに、資質の向上や意識改革の動

機づけともなる。それが自己実現ややりがいにつながり、ひいては実効性の高い施策への

反映が期待できるのである。また、リスクコミュニケーションに関する研究をしているア

メリカ国家調査諮問機関（NRC：National Research Council）では、その定義を「相互の

情報交換を通じて、誰もが納得するという合意形成が目的とされているのではなく、プロ

セスを経ることによって、充分な情報が利害関係者に提供され理解が充分になされ、相互

の信頼関係が構築され、その信頼が向上する」と定められている(環境省,2001)。これは、
今後の自治体のコミュニケーションの方向性を示唆するものと思われる。

３．コミュニケーションの形成過程におけるひずみ

私たちはいったいどこからコミュニケーションという過程を学習してきたのであろうか。

子どもの成長過程から見えてくるものがある。出発点はやはり両親からであろう。それが

次第に身内のような祖父母や家族、親戚などに広がっていき、さらに学校、町や村など地

域へと発展し、これらの場でコミュニケーションの術をある程度体験し、繰り返し学んで

いくのである。そして、そのような現場を通しての人と人との接触やふれあいを学び、最

適なコミュニケーションの方法を選択してきたのである。

(１) 基本的なコミュニケーションのずれ
以前には、地域にも包容力があり「求心力」もあったため、多様な人間関係が形成さ

れるなかで、微妙な秩序の存在も認識されていたのである。ところが最近では家族形態

も核家族化し、親子関係も友だち関係が好まれるようになり、個人と地域とのかかわり

にしても「遠心力」が常に働いているように考えられる。身近な例では地域における自

治会活動などを想像してみればわかるのではないであろうか。現代において人間関係は、

ある程度の距離をおくことが好まれますます希薄な関係になっていると考えられる。（太

田肇,2001）

(２) 地域社会におけるコミュニケーションのくずれ
特に戦後の日本における産業構造の変化やそれに伴う国民のニーズや生活のスタイル

の変化によって、コミュニケーションのかたちは急速に変化してきている。人口が一極集

中した大都市と呼ばれる地域では、人はさまざまな価値観に触れ合うことで、それぞれが

もつ価値観の相違を埋めるのに疲れ果ててしまっており、そのためコミュニケーションに

おける基本的なスタンスに「回避状態」が生じている。心理的なストレスを避けるため必

要がないコミュニケーションをできるだけとらないようになっているのである。コミュニ

ケーションを回避しようとするそのような傾向が、例えば、個人商店がスーパーマーケッ

トやコンビニエンスストアに取って代わられた原因の一つであったとも考えられる。また

地方や、特に中山間地域では過疎化した村やまちの再活性化といった問題などに直面して



いるが、人口流出によりコミュニケーションの相手が減っているからだと考えられる。こ

れらの現象は明らかにコミュニケーションの場自体が全国どこの地域においても衰退の一

途をたどっていることを示している。

４．「ゆい」からみえるコミュニケーション

戦後、経済政策を国の柱として進めてきた工業化発展の過程では、地域の自然や文化を

当然のように破壊してきた。地域で形成されてきた「ゆい」のような生活環境はその姿を

失い、衣食住といった物に対する欲求のみが重要視され、さらにはコミュニケーション自

体にも多大な影響を及ぼしてきたと考えられる。結果として、そのような物質満足を第一

主義とする文明のなかでは、自分さえよければ他人のことはおかまいなしといった風潮が

蔓延してしまったのである。地域における生活文化を改めて住民一人ひとりが見つめなお

し、人と人、人と社会、価値観や生活観、生活のあり様などを再構築しなければ、このよ

うな事態がますます増幅し、コミュニケーション自体が崩壊するまさに正念場の時期を迎

えているのである。これを打開するためには、もう一度、地域の生活文化を掘り起こし、

地域住民とのコミュニケーションを図り、新たな地域再生に取り組むことこそ、行政に与

えられた課題といえる。

５．地域協同関係の崩壊、そのなかにひかり輝くもの

日本の地域社会においては、どのような意思の共有を行い、コミュニケーションを形成

してきたのであろうか。伝統的なコミュニケーションのなりたちから考察し、理解したう

えで行政におけるコミュニケーションの本質に迫りたい。

(１) 地域的共同関係
日本民俗学の創始者として知られ、近代日本を代表する人物の一人である柳田国男

（1875～1962）を研究している川田稔(1997)は、その研究において、柳田が日本人の心
性の基層として日本的なものとは何かを探求していると指摘しており、地域における生

活環境や人とのつながり、地域における伝統的な社会関係のあり方やそこに含まれる共

同性に着目し、それを社会形成に生かそうと考えていたとしている。具体的には、農作

業における田植えや稲刈りといった労働作業、屋根の吹き替えのような家屋修理など、

個人単位ではすることが困難な仕事を地域のみんなで加勢しあい、相互に協力する関係

がかつては築かれていたとするのである。そして、これを「ゆい」ということばで表現

している。このような共同作業や労働の慣行だけでなく、地域に古くから守り伝えられ

た、祭や伝承文化である農村舞台や芝居小屋においてもその準備における過程で広く村

の協同体としての重層的な組織構造や仕組みなどが形成されていたのである。

(２) ゆいのまち
照葉樹林の自然林が広大な面積を誇る宮崎県の中央部に、かつて「夜逃げの町」「人の

住めない町」とまでいわれた過疎の町があった。大分県の「一村一品運動」は全国的に

有名になっているが、それよりも 10年以上もはやく、「一戸一品運動」という取り組み









②「こうち社会起業システム研究会」

「県民参加の予算づくりモデル事業」（全県枠）のなかで、出会ったメンバーがこれに

ついて検討を進めていくうちに、予算 3,000万円を使って事業を企画するよりも、その
前段として官民の垣根を超えた「協働の仕組みづくり」が必要であるとの共通認識にた

どり着き、新しいスタイルで公益的な活動を展開する組織が立ち上がっている。

(http://kochi-svi.com) 

８．タウンスタイルは全員参加型で

出所）三井物産戦略研究所

http://mitsui.mgssi.com/world/0205/toku_02.html 

高度経済成長時代

の崩壊とともに、地

方での新産業の創出、

地域経済の活性化を

図るため、効率性や

利便性のみを追い求

め、規模の経済拡大

路線を突っ走ってき

た。そのようなこれ

までの画一的な日本

の社会システムから、

地域の住民にとって

の幸福とは、「スピー

ド」を重視すること

ではないという思い

へと発想が転換し、「スロータウン構想」という取り組みも始まっている。この構想では、

住民一人ひとりがみづからの資質を高め、まちづくりに参加することに力点がおかれてい

る。そして、その取り組みでは、行政だけが孤軍奮闘するだけではなく、住民にも一役担

ってもらうため、一人一芸、一人一資格、一人一 NPO など自分の好きなことに磨きをかけ

てもらい、社会貢献や公益活動に参加してもらうことが求められている。

９．まとめ

行政におけるコミュニケーションの意義を理解したうえで、伝統的な意思の共有のあり

様を考察し、最近の行政が取り組む実践事例を対象に、その特徴に着目して検討を加えて

みたところ、行政として取り組むべきコミュニケーションに関して以下のような課題が明

らかとなった。

① 行政として、自分たちのまちをどのようなまちにしたいのか、明確なビジョン・理念

の設定が必要である。これは、トップに位置するリーダーの資質にも大きく左右され、

リーダーデバイド（首長格差）が今後ますます広がってくると思われる。

② 誰が誰とまちづくりを行っていくのかそれぞれが役割分担を自覚し、それをさらに前



進させ、地域の連携にまで発展させることが必要である。

③ 自主的参加者が徹底した議論のできるコミュニケーションの場を設け、やりとりがオ

ープンに行われるようにしなくてはならない。

④ そのまちにとっての良い情報や悪い情報を、正確に、わかりやすいキーワードにし、

議論に必要な情報として地域のみんなが共有できるようにすることが重要である。

⑤ そのような情報を誰もが迅速に簡単に入手できるように、またそのような場に参加で

きるように、住民一人ひとりにとってきめ細かい多くの情報チャンネルを設けなくて

はならない。

⑥ まちづくりに共鳴してくれる「まちに埋もれた人間」を発掘し、横断的なネットワー

クを構築する必要がある。それには透明なプラットホーム型の組織が望ましく、行政

は後方支援に徹することが肝要である。

⑦ まちづくりには、便益を受けるものと迷惑を被るものが必ず存在すること、代価を払

わずに公共財などから便益を受けるものがいること、すべてに無関心を決め込むもの

が存在することに留意して合意形成を図らなければならない。

自治体は何のためにコミュニケーションを行うのかという発想から考えていくと、地域

が自信を取り戻し、地域の将来像は地域の住民と共に考えていくという基本的な結論にい

たる。しかも、その地域という範囲は IT 技術により従来とは異なった概念で再形成され始

めている。第５章で述べたことばを使うと、市民公共圏がまさに再生されようとしている

のである。このようななか、広報広聴活動においては、従来からのお知らせ広報活動や苦

情などを聴くだけの広聴活動から脱皮し、コミュニケーション活動全般に対する取り組み

に関与する広報広聴活動へと質的変換を図り、住民とのコミュニケーションを新しく築き

あげることが必要である。





第８章 全体のまとめ 

 明治以降の政治･経済の近代化の進展に伴い、紆余曲折があったとしても、私たちの生活

はある程度の豊かさで満たされた。しかし、バブルの時代を経過して以降、高度経済成長

で浮かれていた「日本神話」は泡のように消え去った。日本の社会において、大量生産・

大量消費という旧来の「日本型システム」つまり高度消費社会はほころびを見せ、一極集

中の中央集権型の政治･経済は終焉を迎え、新しい国のかたちが模索されつつある。

 このような変化のなかで、私たちの研究テーマ「コミュニケーション活性化にむけた広

報広聴活動」は、21世紀に求められるべき地方発の政治･経済を行ううえで欠かせない根幹
をなしている。なぜなら、地方分権社会への転換においてそれぞれの地域が独自性を発揮

しながら発展するためには、住民と行政との協働が必要だからである。そのためには住民

との建設的なコミュニケーション環境の構築が不可欠になる。

 また、「IT 革命」の名の下に、国主導の形で行政組織の情報ネットワーク社会への対応も

進められており、各自治体における IT の活用も半ば義務づけられたように推進されている。

これは、自治体が今後の地域経営戦略（自治体がその地域で継続して発展していくために

不可欠とされる方針や政策）を立てるうえで IT の活用が欠かせない要件として、また、新

たな地域振興の手段として期待されているためである。

 そこで私たち研究員は、住民と行政、住民と住民のコミュニケーションを活性化するた

めの情報共有機能としての広報広聴活動のあり方を、IT の活用にも留意しながら研究を進

めてきた。

 

１．ナンバーワンよりオンリーワンをめざして 

 はじめに、自治体を取り巻く環境の変化について考察することにした。ここでは、なぜ

行政が管理から経営へと行政運営の概念を変化させなければならないのかについて、社会

経済環境、住民側の価値観、行政側の変化などを分析した。

 昭和 40 年代ごろまでの「物のない時代」には、市民が都市生活を営むために必要最小限

とされる行政水準「シビルミニマム」を追求した行政、すなわち権限や財源を国に集中し

て一元的に管理する中央集権の行政が有効な力を発揮した。しかし、高度経済成長時代が

終焉を迎えるころから、ある程度の豊かさが実現されたことにより、住民や企業などに「物

の豊かさ」から「心の豊かさ」を求める変化が生まれ、本来あるべき国や地方自治体の姿

が問われることとなった。

 このような時代の変化のなか、経済状況も「バブルの崩壊」によりこれまでのような右

肩上がりの経済発展が見込めなくなり、また、規制緩和などによってもたらされた経営環

境の急速な変化に対応するために、企業においても生き残りをかけて、ナレッジマネジメ

ントの導入や CRM を取り入れるなどの BPR という組織の改変が行われた。

 一方、国や自治体においても、このような企業活動や住民要求に迅速かつ柔軟に対応で



きる体制が求められることとなり、中央集権型から地方分権型の行政への変革が当然の帰

着となった。

 こうしたバブル崩壊以降の危機的な財政状況が、国や自治体に加速度的な変化を求めて

おり、平成 12年 4月に施行された「地方分権一括法」では旧来のような地方交付税などに
よる国からの地方自治を支える最低限の保証は見込めなくなった。これにより必然的に地

方の自治自立が促され、その地域に必要な自治とは何かを住民や企業と共に創造すること

が求められることとなった。まさに、地方分権の時代とは、それぞれの地域で生活する人々

の多元的な力をいかに地域経営に反映していくのか、主権者である住民と行政との対等な

関係を構築し、負担を分かち合い、その地域に応じた自治をいかに進めていくのかにかか

っている。

 これまでのような管理型の社会から、住民との協働を実現する社会への転換は、多種多

様な価値観をもつ住民のニーズを把握し、利害関係を調整し、行政の意思決定にかかわっ

てもらうためのパートナーシップに基づく対話と交流のシステムをつくり、それを活用す

るという自治の手法に他ならない。そのためにも、行政のもつ情報をいち早く住民と共有

できるように努めることで地域経営に対する住民の意思形成を支援し、そうした住民から

の意見を政策に反映することで、住民の個性や主体性を引き出すことにつなげなければな

らない。全国で一番という「ナンバーワン」をめざすのではなく、地域住民の意思を反映

する生活者としての視点、そこだけのオリジナルである「オンリーワン」の考え方が地方

分権時代のキーワードとなるであろう。

２．ケーススタディから見えてきたもの 

 私たち研究員は、「住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）」を題材に選び、

府内各市町村の広報広聴活動姿勢に対するケーススタディを行った。

 結果は、個人情報がオンラインでつながることへの住民の危惧が高かったにもかかわら

ず、調査したほとんどの市町村が国からのお知らせ的な記事を掲載するなど消極的な広報

広聴活動に終始していた傾向がみられた。

 一方、全国的には、早くから「住基ネットが国民総背番号制につながるのでは」と異議

を唱えていた杉並区のように、住民からの意見をアンケートで募集し、自治体が主体的に

この問題を取り上げて広報広聴活動をしていた自治体や、横浜市のように住民コードの通

知と合わせて住基ネットへの接続についての本人の意思確認を行った自治体もあった。そ

のほか、北海道ニセコ町の広報紙では、国からのお知らせのスタンスから一歩ふみ込んで

「住民基本台帳ネットワークシステムを考える」と題した特集を組み、個人情報保護の危

惧にも触れながら、システムそのものの必要性について考察を加えていた。

 杉並区では「コンピュータによる住民管理に反対する住民運動」が昭和 50 年代にかけ大

きく盛りあがったことがあり、より慎重に住民の意思を確認する必要性があったと考えら

れる。さらに、横浜市はこれからの新しい地方自治のあり方を標榜して当選した中田宏市



長が「不安や危惧を抱いている市民の方々のプライバシーを守るため、住基ネットの安全

性が総合的に確認できるまで、緊急避難的に行うものです」（中田宏，2002）と述べている
ようにトップが判断した結果であった。また、ニセコ町の逢坂誠二町長は「住民と行政が

対等に議論するには、同じ情報をもつことが必要。すべての出発点は広報広聴、コミュニ

ケーションにある」が持論である（大下勝巳，2002）。

以上、わずかではあるが、トップが問題意識をもった自治体では、住基ネットへの接続

などを行う前後に必ず住民の意思を確認するための積極的な広報広聴活動が行われていた。

 住基ネットが国の号令一下による事業であるものの、自治体が主体性をもって、主権者

である住民が求める情報を適切に広報し、住民からの意見を十分広聴するために何が必要

か、もう一度別の角度から考察しなければならない。

３．試されるさまざまな取り組み

 時代の流れに適切に対応し、あるべき自治体像を模索して取り組みを行っているいくつ

かの自治体に研究員を派遣し、その実態について学び、そこに共通する視点を求めて研究

することにした。

(１) 住民ニーズの把握と自治への反映を
青森県では、住民の生活満足度の向上と効率的な行政の運営をめざして、平成 11年度

から、県民の代表や専門委員などで構成する第三者機関「政策マーケティング委員会」を

設置している。そこでは、県庁や市町村、会社や産業団体、県民一人ひとりの役割分担を

明確にし、実現すべき目標にむけてそれぞれがどのように活動していけばいいのかを考え、

行動に移していこうとしている。

その一つに、政策マーケティング委員会と県の関係課の職員が行う「セッション」の実

施があげられる。このセッションは、平成 14 年度に県内４カ所で実施した「政策市場づ

くりのワークショップ」で取りまとめられた県民の意見や情報交換の内容をふまえ、各テ

ーマの関係課が集まり、ワークショップ形式で行われている。

このセッションの目的は、県職員に政策マーケティングシステムの理解を促すとともに、

関係課が県民のニーズを把握することで、的確な行政サービスを遂行していくことにある。

県庁内の事務事業評価も政策マーケティングシステムの項目に沿って行われ、職員は「政

策マーケティングブック」の各指標に立ち返ることになり、同システムに対する理解、浸

透が図られている。

また、平成 15 年度には緊急課題対応経費として政策マーケティングシステムの課題に

対応する施策の実施のための予算が別枠でとられるなど、実効性のあるシステムへと発展

中である。さらに、県の平成 18 年度の総合計画についても、社会指標である政策マーケ

ティングシステムの各項目を行政側の現行の施策にあてはめるために、その見直しにむけ

て中間的な指標づくりに意欲的な構えである。

このように青森県では、政策マーケティング委員会の委員と関係各課が協議しながら、



行政や住民、企業などが果たす役割を検討し、満足度を高める方策を検討している。併せ

て、政策マーケティングシステムの各指標を行政評価システムへリンクさせることで職員

の意識を顧客にむける仕組みがとられるなど、顧客満足度に重点を置いた行政運営に努め

ている。 

(２) 新しい公共のかたちをめざした取り組み
住民との協働を進めるためには従来の慣行による行政執行では限界がある。高知県では、

官と民とが互いに最大限の力を発揮しながら公共サービスを支え、県民満足度の高い高知

県を創造する「新しい公共のかたち」をめざして行政システム改革に取り組んでいる。 

その一環として、行政システム改革にはまず行政の自己変革が必要であるとして「行政

経営品質向上システム」を導入している。このシステムでは職員一人ひとりが変革能力を

身につけ、自己変革していく必要性に気づくことに重点が置かれており、評価シートを用

いた自己評価により、組織の強みや改善点などを自己点検している。これらは職員の意識

を「住民の自立と参画の促進」「透明性の高い行政とは」「行政運営を行ううえでの経営感

覚」「常に変革する組織をめざした取り組み」など住民本位の仕組みづくりにむけ、業務

を見直すことへの効果を狙っている。

併せて、地域づくりやボランティア活動をしている人などと自治について議論し、自治

の土壌づくりを行う「自治を考える風おこし事業」や県民の意見やアイデアを予算に反映

する「県民参加の予算モデル事業」などにも取り組み、住民と行政との対話や住民同士の

議論などを繰り返すことでコミュニケーションを活性化させ、新しいパートナーシップの

構築を図っている。

このように高知県では、みずからを改革しようと「行政経営品質向上システム」を導入

し、職員の意識改革と組織の改変に取り組むとともに、官と民が互いに最大限の力を発揮

しながら公共サービスを支え、県民満足度の高い行政システムの構築を進めている。

(３) 電子化で住民本位の自治体運営を
 千葉県市川市では、IT を活用し「どこからでも、だれでも、いつでも」受けられるサ

ービスを提供しようと、首都圏（東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県）にあるコンビニエ

ンスストアから、地域の施設案内や行事情報の閲覧やテニスコートなどのスポーツ施設の

予約ができるようになっている。また、「いちかわ情報プラザ」内に設けた電子市役所で

は、住民票や印鑑証明などの各種証明の交付や公民館やスポーツ施設の予約などができる

システムを構築している。同プラザでは、テレビ電話を使って職員への問い合わせもでき

るようになっており、自宅にいながら各種申請ができる電子自治体にむけた取り組みを進

めている。

また、「いちかわ情報プラザ」の運営を NPO 法人に委託することで、同プラザをキース

テーションにして地域のまちづくり活動に携わる人材の養成や組織の活性化を行い、自治



に参画する「主体」の一翼を担うことができる住民を育成し、住民と行政、住民と住民の

相互による協働の実現をめざす新しいコミュニティのあり方を積極的に模索している。

(４) 電子会議室でまとめられた住民の声を自治に反映
神奈川県藤沢市では、平成８年６月からホームページ上に慶應義塾大学湘南藤沢キャン

パスとの共同研究による電子会議室を立ちあげ、試行錯誤の末、平成 13 年４月から本格

的に運用している。

その目的は、市民とのより良好な新しいコミュニケーションの模索である。住民と行政、

住民同士のコミュニケーションを活発にすることで、住民が何を考え、地域に何を求めて

いるのかというニーズを的確に把握し、より効果的な行政運営に努めている。これにより、

従来の「一方的にいっても行政は動かない」というイメージを払拭し、信頼関係を回復す

ることで良好なパートナーシップを築くことに成功した。

これまでに電子会議室でまとまった提案書が出されたのは４回で、その反映度は約６割

強だという。最近では、「市民活動の総合的支援策（推進センターなど）検討」に関する

会議室（平成 12 年 10 月～同 13 年９月開設）から出された提案により、当初の計画を変

更して市民活動推進センター（同 13 年 12 月オープン）のバリアフリー化を進めた例など

がある。 

 自分たちの声が届くプロセスが見えるように運営されている電子会議室では、より多く

の市民の建設的な意見が得られ、行政が執行しようとする各種の公共施設の建設などに意

見を述べ、現地を見ながら意見交換会を行うなど、活動範囲の広がりを見せている。

 また、市内を歩きまわりバリアフリーマップづくりに取り組んでいる電子会議室から

NPO へ発展するケースが出てくるなど、「問題解決力のあるコミュニティ」へと飛躍を見

せ、コミュニティ･システムとしての電子会議室へ発展しようとしている。今後も住民参

加の有効な手段としての広がりが期待される。

 このように藤沢市では、IT を活用した電子会議室を運営し、そこで議論されたことを

政策に反映させることで、住民の参加意識を促進し、住民自治への取り組みを進めている。

これら電子会議室で議論される内容については行政側からも積極的に資料提供などが行

われ、住民と行政が情報を共有しながらフラットな形で議論が進められており、それをフ

ォローするためのインフラの整備も行われている。

(５) 村おこしとコミュニケーション活性化
高知県馬路村は「ポン酢しょうゆ・ゆずの村」「はちみつ入りゆず飲料“ごっくん馬路

村”」をはじめとする、ゆず加工品の村として全国的に有名である。その成功を支えるキ

ーワードとして元気なコミュニケーションがある。

馬路村では、議会での議論の様子が有線放送や防災無線などで生放送され、地域住民と

の情報共有が図られている。また、「飲み会やスポーツ大会など日常生活の中で自然に地



域住民が触れ合う機会が多く、そのようなコミュニケーションの場を通じて村の活性化な

どの大きな議論にも結びついている」と上治堂司村長は胸をはる。村と住民との距離が短

く、住民一人ひとりの顔が見える行政運営が実践されているのである。

また、コミュニケーションを図るための情報発信基地「まかいちょって家」があり、ゆ

ず加工品の 25 万人の顧客情報を地域・年齢・嗜好階層別などで管理している。このよう

な情報基盤整備も進めて、農協、村、森林組合、エコアス馬路村（第三セクター）など地

域における連携により、村全体が「むらをまるごと売り出すブランド戦略」に取り組んで

いる。

馬路村の成功の影には、村のファンを増やしていくという価値観の共有やゆず加工品の

成功から、村職員はもとより村民が村への誇りを取り戻し、さらなる諸課題に対しても挑

戦していくスピリットをもっているということがある。

(６) 視察先から見えてきたもの
 これら視察先の取り組みの程度に差異はあるものの、NPM の概念にのっとった行政運営

が垣間見られる。すなわち、①行政内部の意識や組織の変革に取り組んでいる、②顧客で

ある住民の満足度などに焦点をあてた公共サービスを提供している、③業務の進め方の効

率性を追求している、④コミュニケーションを有効に活用している点である。

しかしその取り組みのなかには、企画政策部門など限られた範囲にとどまり全庁的な動

きに至っていないものもみられた。このことは、広報広聴活動が組織として戦略的に行わ

れていないことが少なからず関係しているのではないだろうか。取り組みをより実効性あ

るものにするために、住民との「情報共有」にむけて広聴部署、広報部署、各部署が連携

する仕組みづくりが重要である。

４．情報公開から情報共有へ 

(１)住民と行政との信頼関係の構築
 このように、すでに多くの自治体が住民参加の新しい方法を試行錯誤しながら推進して

いる。ここで特徴的なことは、そのすべての自治体の首長が広報広聴媒体として、みずか

ら先頭に立って住民と対話し、職員の意識改革をはじめとする行政改革に取り組むととも

に、マスコミなどを通じて行政・自治のあり方についての考え方を積極的に発信している

ことである。

 しかし、リーダーの資質の問題だけで片づけることができない。それは、自治体すべて

に課せられた課題として、住民との協働を通してつくりあげる新しい自治のかたちが求め

られているからである。この場合、パートナーである住民の考え方や行動様式は多種多様

であり、ニーズもさまざまであることから、これらの住民の声を把握し、あるいは議論し、

政策決定に反映していく新しいコミュニケーションの仕組みが必要である。

しかし、多くの自治体では、住民と行政とのコミュニケーションはおろか、行政内部の



コミュニケーションすら十分に取れず、相変わらず縦割り行政の弊害に悩まされているの

が実情ではないだろうか。

私たちがめざすべき広報広聴活動とは、「情報発信･公開」から「情報共有」にむかう、

住民を中心とした情報の受発信を実現する流れをつくることであった。先のケーススタデ

ィの際に触れたように、北海道ニセコ町では行政に不利な情報であっても住民に周知して

情報を共有することで住民みずからが判断できる余地を自治体の責任によって提供して

いた。それは町が保有するあらゆる情報は住民のものであるという「まちづくり条例」の

徹底した情報共有の理念に基づくものであった。

 この例に見られるように、コミュニケーションのためにはお互いの信頼関係の構築が第

一であり、そのためには行政に不利な情報であっても公開し、住民を信頼する態度を示し、

対等な形で情報を共有できる状態をつくることが重要であり、結論を誘導するために情報

を限定することがあっては住民に信頼されることはない。

例えば、迷惑施設といわれる施設の建設などについて、建設現場付近の住民と行政が話

し合うだけで「合意形成」を行うという旧来の形では不十分である。このことは、河口堰

やダム建設などの問題を技術面のみで解決しようとして問題を硬直化させたことにつな

がるのではないかと考えられる。たとえ利害が対立するとしても、住民相互が正面から施

設建設の是非を議論できるように、行政が情報を提供し、住民全体で議論できる場を設け

る必要がある。このように行政側には、住民と住民とのコミュニケーションをコーディネ

ートする機能をもつことが求められているのではないだろうか。徹底した議論を行うこと

で、その施設建設に含まれる問題点を共有し、あるべき施設の姿や受益する側の住民が心

がけるべき点などを模索することにつながり、しいてはそのことが住民自治の姿であると

考える。

その際、住民側には前提として、自由には責任、権利には義務が表裏一体の関係として

意識され、自分の責任は自分で取る、住民としての義務はきっちり果たすことが当然守ら

れなければならない。

このように、住民と行政の双方に「互いを尊重しあい、自己のみの利益追求ではない互

助・互恵の社会」を協同してめざす意識が求められる。そしてそのためには従来型のお知

らせ広報や、苦情相談の広聴にとどまらず、広く地域を見渡して、政策立案段階から住民

を巻き込んだ議論を推進するために住民との情報共有に取り組むとともに、これらに対す

る議論を行う環境を整備し、政策にフィードバックしていくことが住民との信頼関係を築

き、より多くの住民の参加を獲得していくことにつながるのではないだろうか。

(２) インターネットの活用
コミュニケーションを活性化させるためには、インターネットの有効活用が欠かせない。

とりわけインターネット上でのコミュニティに「市民的公共圏」の可能性があり、藤沢市

の事例からも、その活用による成果が期待できる。しかし、そのためにはインターネット



のメディアとしての特性や、そこで形成されるコミュニティの特徴を十分理解したうえで

取り組む必要がある。このことは、いくつかの自治体による「電子掲示板」の苦い経験が

示している。

インターネットを使ったコミュニケーションには、情報発信や閲覧に時間の制約を受け

ないというメリットがある。これは今まで行政がもち得なかったコミュニケーション・チ

ャネルである。また、双方向性という、既存のメディアが及ばない特徴ももっている。そ

の意味においては広報と広聴の機能を同時に併せ持ったメディアであるともいえる。しか

し、同時にそこでは「立場」も「相対化」していることには注意しておかねばならない。

 行政がこれらを活用するには、アクセスする住民を知ることと、彼らがコミュニケーシ

ョンする材料となる情報と目的を用意し、発言に対するインセンティブの演出するしかけ

も必要となってくる。そのため、これからの自治体職員にはメディアリテラシー能力に加

えて一般教養としての社会学や社会心理学などのコミュニティや公論形成のメカニズム

を心得るとともにコーディネーターやファシリテーターとしての能力が求められる。

これまで見てきたように、インターネットはもとより、広報紙や CATV、コミュニティ

FM や新聞などのマスメディアを複合的に活用した情報発信と、従来の広聴業務に加えて

インターネットを活用したパブリックコメントや電子会議室、住民会議の運用などを駆使

した戦略的な広報広聴活動の展開が重要となるのである。

 

(３) 情報運用構造の変革 

自治体が住民から受信しなければならない情報の内容は次第に複雑多岐にわたり、また

発信しなくてはならない情報の内容もそれに応じてきめ細かなものにならざるをえない。

つまり情報の内容が多様化、高度化、専門化しているのであり、自治体が住民に対し担っ

ているアカウンタビリティ（説明責任）を十分に果たそうとするならば、広報広聴部門の

機能と役割を他部門にも十分に認識してもらい、連携を強化していくしかないと考えられ

る。このことは、企業の用語でインナーマーケティング（社内にむけてのマーケティング

活動）や社内にむけてのセールスプロモーションと呼ばれるものに相当し、対外的なマー

ケティングの成功をおさめるためには不可欠な活動として位置付けられている。これは庁

内にむけての広報広聴活動を強化する重要性を示唆するものであり、その達成が、住民と

行政、住民相互における広報広聴活動の成果に連動するものと理解するのが自然である。

極論すれば、広報広聴という部署の名称の問題ではなく、そのような機能を果たす部署が

庁内のどこかに存在し、その機能を十分に活性化するような仕組みづくりが肝要だという

ことであろう。

住民とのコミュニケーションを活性化するために必要なのは、情報運用構造の変革であ

る。その方法の一つとして、行政組織の構造を見直すならば、企画政策部門の任務であろ

う。また、インナーマーケティングの手法をとれば、広報広聴部門でも組織内部の情報運

用構造の質的変革を図ることができるのではないだろうか。 





おわりに（指導助言者から） 
 

関西大学社会学部教授 林 英夫  

この共同研究報告書は、「コミュニケーション活性化にむけた広報広聴活動」という研究テーマ

を掲げ、大阪府内７市から派遣された7名およびマッセOSAKAの1名、計8名の職員が主体となり、

2002年５月下旬に開催された基調講演会を皮切りに2003年２月上旬にかけて実施された延べ25回

にわたる研究会で行った調査・研究活動の成果をまとめたものである。 

このような研究テーマが設定されたのは、おおよそ以下のような２つの主旨に基づくものであっ

た。すなわち、その１つは、住民自治の確立をめざすためには、行政情報を適切かつ効率的に発信・

提供する広報機能とともに、住民からの情報を真摯に受け取り効果的にフィードバックするための

広聴機能が必要であるが、それらは広報・広聴担当課だけではなく全庁的な取り組みが必要である

こと、その２つは、住民との協働の観点から、コミュニティレベルの情報受発信を行政がサポート

し、住民と行政の情報共有のシステム化が求められていることである（おおさか市町村職員研修研

究センター，2002）。 

その主旨は、現在、自治体が直面している広報広聴活動の問題点とその主管部署が果たすべき役

割の重要性を端的に示唆しているものであり、時機を得た研究テーマであるといえよう。 

この研究会は、その主旨をふまえ、行政内部、住民と行政、住民と住民など、さまざまな関わり

合いの過程に介在するコミュニケーションを活性化するため、自治体が取り組むべき情報共有機能

としての広報広聴活動のあり方を探ろうとしたものである。 

このような主旨に賛同してこの研究会に加わった研究員たちのほとんどは、各自治体で広報広聴

部門に所属して豊富な実践体験を有し、その業務の改善と向上のために意気盛んで、研究テーマに

強い関心をもち、自発的に参加した方々である。 

研究成果のほどは読者の判断にまかせるしかないが、調査・研究活動そのものは、事前に予想さ

れた以上に円滑な進行をみたという感慨を研究員一同が抱いているのではなかろうか。その理由を

以下に紹介し、今後の研究活動の参考に供したい。 

①ほとんどの研究員が広報広聴部門の所属者であった。したがって、研究テーマや議論を共有で

きた。その反面、広報広聴以外の他部門の立場からの考え方を吸収できない欠点があったことは

認めざるをえない。しかし、利点のほうが欠点をはるかに上回ったものと思われる。 

②男性研究員５名に対し女性研究員３名の構成で、両性の意見をまんべんなく吸収できた。 

③研究員間の人間関係がきわめて密にして円満で、好ましい雰囲気のもとに調査・研究活動が推

移した。これには、マッセOSAKA研修室外での合宿、視察、作業の節目にもたれた懇親会、後述

するが、グループウェア上でのコミュニケーションなどが果たした役割が大きく、研究会が円滑

に進行する原動力として、時間外活動の重要性があらためて痛感された。 

④多彩な人材に恵まれ、進行役、事務局、グループウェアの管理はじめ情報処理、その他、研究

員全員の役割分担が適材適所であった。とりわけ、コンピューターのハードとソフトに長じた研

究員が、後述するグループウェアの開設をはじめ、インターネットを介しての外部情報の収集、

データの入力、研究に伴う作業の集約などで卓抜した能力を発揮し、調査・研究活動の進展に大

きく寄与したことが特記される。 



⑤Top Management Service, Inc.がオープンソース・ソフトウェアとして公開している

『SkyBoard』と呼ばれるグループウェアを活用して、定例および臨時の研究会以外にも、四六時

中、研究員相互間でコミュニケーションを図る態勢ができていた。 

この点について以下に概略を補足しておきたい。具体的にいえば、これはPC-UNIX 上で構築され

たインターネット/イントラネットサーバ上での動作を前提としたグループウェアであり、これを利

用し、電子会議室、掲示板、回覧板、ファイル置き場、個人および共有スケジュール管理、作業進

捗管理、また、オープンソース・ソフトウェアの利点を活かして研究員が追加した「調査票入力」

などの多様な機能を駆使し、定例および臨時の研究会での活動の補完をするうえで威力を発揮した。

研究会のフォローアップ、次回研究会での報告要旨の事前の提示などにより、予習と復習が容易化

され研究活動を著しく促進した。それに加えて、このグループウェアを介してのコミュニケーショ

ンは、研究員間の人間関係の緊密化に寄与するところが大であった。また、オフィシャルページ

（http://www.po-po.homeip.net/~MASSE/）の開設も、「メンバー紹介」のページを介して研究会に

親近感をもち、「これまでの経緯」のページで研究活動の内容を知り、「掲示板」へ書き込まれた

未知の方々との交流の輪を広げることを可能にした。 

この研究会には、前述のように、府内44市町村のうちの７市に所属する8名の職員が研究員とし

て参加しているが、今回の調査・研究活動を契機として、将来にわたり相互にいっそう密接な交流

が継続することであろう。さらに、これら８名の研究員を中核として、その他の自治体の有志との

交流の波紋が広がることがあるとするならば、その調査・研究活動の波及効果は計り知れないこと

であろう。それは決して難しいことではないような気がする。グループウェアの掲示板への書き込

みから察せられることであるが、関心を共通する潜在的な人々が多数に存在するような予感がする

からである。この研究成果が埋もれることなく、幅広く活用されることを望みたい。 

本研究会の調査・研究活動の成果がこのような形にまとまるまでには、多くの自治体関係者およ

びその他の方々のご協力とご支援を得た。以下に記して深く感謝申し上げたい。 

住基ネット調査の実施にあたっては、大阪府内の大阪市を除く43市町村の広報広聴担当課の関係

者各位。 

先進自治体の視察では、藤沢市市民自治部市民自治推進課、市川市企画部広報課、同情報システ

ム課、青森県政策推進室広報担当、同広聴担当、同マーケティング担当、高知県馬路村総務課、高

知県総務部県政情報課、同行政システム改革室の関係者各位。 

政策形成講義「政策形成能力をどう高めるか」を担当された（有）あしコミュニティ研究所代表

取締役 浦野秀一 氏、講座「論文の書き方」を担当された大阪市立大学大学院法学研究科教授 稲継

裕昭 氏、講演会「21世紀型自治体経営をめざす三鷹市の取組み」で講師をされた三鷹市企画部企

画経営室行政評価担当主幹 河野康之氏、「プレゼンテーション」を担当されたビジネス･サポ
ート 阿部紀子氏。 

研究テーマに深い理解を示され、９か月間にわたり職員を研究会に派遣された池田、八尾、豊中、

枚方、交野、岸和田、寝屋川各市の関係者各位。 

インターネット上のオフィシャルページの掲示板への書き込みを介して応援してくださった方々。 

最後に、現職の激務を果たしながら、調査・研究活動に励まれた研究員の方々の努力を高く評価

するとともに、研究の機会を設定し、その進行にご助力をいただいた 財団法人 大阪府市町村振興

協会 おおさか市町村職員研修研究センターの関係者各位に深謝申し上げる。





研究会の経過
月 日 場 所 研  究  内  容

５月 17日 マッセ OSAKA 政策形成講義：「政策形成能力をどう高めるか」（（有）あしコ

ミュニティ研究所代表取締役 浦野秀一）

５月 27日 マッセ OSAKA 基調講義：「コミュニケーション活性化にむけた広報・広聴活

動」（関西大学社会学部教授 林英夫）

６月 24日 マッセ OSAKA 研究活動

７月 12日 マッセ OSAKA 研究活動

７月 22日 マッセ OSAKA 研究活動

７月 25日 マッセ OSAKA 研修：「論文の書き方」（大阪市立大学大学院法学研究科教授

稲継裕昭）

研究活動

８月 ８日 マッセ OSAKA 研究活動

８月 22日 マッセ OSAKA 研究活動

９月 10日 マッセ OSAKA 研究活動

９月 30日 マッセ OSAKA 研究活動

10月 16日 マッセ OSAKA 研究活動

10月
 

23日
24日

視察：藤沢市市民自治部市民自治推進課

   市川市企画部広報課・同情報システム課

10月 30日 マッセ OSAKA 講演：「第 5回自治体経営研究会－21世紀型自治体経営をめ
ざす三鷹市の取組み（三鷹市企画部企画経営室行政評価担当

主幹 河野康之）」

11月 １日 マッセ OSAKA 研究活動

11月
 

７日

８日

視察：青森県政策推進室（広報担当・広聴担当・

マーケティング担当）

11月 11日 マッセ OSAKA 研究活動

11月 21日
22日

視察：高知県馬路村総務課

高知県総務部県政情報課・同行政システム改革室

11月 29日 マッセ OSAKA 研究活動

12月 ６日 マッセ OSAKA 研究活動

12月 16日 マッセ OSAKA 研究活動

１月 10日 マッセ OSAKA 研究活動

１月 14日 マッセ OSAKA 研究活動

１月 20日 マッセ OSAKA 研究活動

２月 ５日 マッセ OSAKA 研修：「プレゼンテーション」（ビジネス･サポート 阿部紀子）

２月 ８日

９日

関西大学飛鳥

文化研究所

合宿（自主活動）

２月 15日 マッセ OSAKA 研究活動（自主活動）

２月 24日 マッセ OSAKA 成果発表会

（敬称略）
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